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サスティナビリティレポート2010について

本年5月、当社は新中期計画を発表しました。この中で当社は、持続可能な多極化社会の実現
に向け、先頭に立って最も身近な「くらし」から革新を起こしてまいりたいと考えております。
このような思いを込め、当年度より、本報告書の名称を、従来の「社会・環境報告」から「サスティ
ナビリティ（持続可能性）レポート」に改めました。この報告書の中で、持続可能な発展への貢献
をめざすパナソニックの革新の取り組みをお伝えしてまいりたいと考えています。詳細情報に
ついては、当社CSRサイトの「サスティナビリティレポート e報告書」（PDF冊子）でご報告いたし
ますが、本レポートはその中の内容を抜粋し、サマリーとしてまとめたものです。
なお、当社の事業活動に関する報告書は、本レポートに加え、環境活動に関する詳細情報を

ご報告する「エコアイディアレポート」と、株主・投資家向けの財務情報をご報告する「アニュアル
レポート」の3部で構成しています。
表紙デザインは「成長エネルギーと調和」をテーマに、「環境貢献と事業成長の一体化」をめざ

す当社の取り組み姿勢をコンセプトとしており、「エコアイディアレポート」「アニュアルレポート」
とも共通のデザインとなっています。
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地球環境との共存は人類共通の課題、
取り組みが不十分な企業は存在すら許されません。

今日、世界は極めて大きな節目を迎えています。

地球環境問題の深刻化、資源枯渇の懸念、新興国の台頭などを背景に、「持続可能な多

極化社会への転換」が全世界共通の大きな課題となっており、その実現に向けて世界中が

動き出そうとしています。

当社は2007年度から2009年度までの中期経営計画「GP3計画」で、「すべての事業活動

での環境負荷削減」を成長性や収益力の向上と並ぶ最重要テーマに掲げ、環境経営の加速

を図ってきました。環境に対する当社の貢献を社会にお約束するものとして、「エコアイディ

ア宣言」を発信し、省エネ商品をお届けする「商品のエコアイディア」、すべての生産プロセ

スからのCO2排出量を減らす「モノづくりのエコアイディア」、エコ活動を世界中に広げる「ひ

ろげるエコアイディア」の3つのエコアイディアに沿ってさまざまな取り組みを進め、多く

の項目で目標を達成することができました。特に、生産活動におけるCO2排出量削減につ

いては、中期目標としていた「グローバルで2006年度比30万トン削減」を大きく超える84

万トンの削減を実現しました。また、世界39の国と地域で、社員とその家族、そして地域の

皆様による環境保全活動「Panasonicエコリレー」を展開。2年間の延べ数で1,000を超え

る取り組みを実施するなど、グローバル規模で地球環境との共存に向けた活動が確実に進

展しています。

トップメッセージ

「社会の公器」として、
世界中の社員が力をひとつにして
エレクトロニクスNo.1の
環境革新企業をめざします。
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身近なくらしの中から社会にイノベーションを起こしていきます。
「環境貢献と事業成長の一体化」を図り、大胆なパラダイム転換に取り組みます。

「GP3計画」に続く2010年度からの新たな経営計画の策定にあたって、私たちは、自ら

の特長を活かした形で環境経営をさらに進化させなければならないと考えました。当社

はこれまで、くらしに密着した事業を営み、お客様との深いつながりを築いてきました。

これは、私たちの最大の財産です。また、事業を世界に展開する中で、それぞれの地域

や国に真に根ざした存在になることをめざしてきました。こうした当社の特長を踏まえ

ると、今後、取り組むべきことは、持続可能な社会の実現という課題に真正面から向き合

い、世界中の、次の世代の人たちのために先頭に立って「くらし」からのイノベーションを

起こしていく、ということではないかと思います。

こうした思いのもと、創業100周年を迎える2018年にめざす姿を「エレクトロニクス

No.1の『環境革新企業』」といたしました。このビジョン実現のため、あらゆる事業活動の基

軸に環境を置き、例外はない、という徹底した姿勢で取り組んでまいります。

具体的には、私たちが提供する“アイディア”によって心豊かなグリーンライフスタイル

を実現する「グリーンライフ・イノベーション」と、私たち自身の事業活動で究極の環境負荷

低減を実現し、さらにそのビジネススタイルを社会に広く提言していく「グリーンビジネス・

イノベーション」、この2つのイノベーションに取り組みます。ビジョン達成に向けた指標も

設定しました。売上高10兆円以上、ROE10%以上をはじめとする「グローバルエクセレン

ス指標」について常時クリアしながら、「CO2削減への貢献」「資源循環への貢献」など4項

目からなる「グリーン指標」についてトータルでNo.1になることをめざします。

創業100周年ビジョンの策定を踏まえ、「エコアイディア宣言」の内容も一新し、CO2±0

（ゼロ）のくらしを世界にひろげる「くらしのエコアイディア」と、資源・エネルギーを限りなく

活かすビジネススタイルを創り、実践する「ビジネススタイルのエコアイディア」といたしま

した。これを社会への新しいお約束として、常に実践・追求してまいります。

今年5月には、ビジョンの実現に向けた最初のステップとなる新中期計画「Green 

Transformation 2012 （GT12）」を発表しました。三洋電機（株）を加えた新・パナソニック

グループとして、大胆なパラダイム転換と環境革新企業の基盤づくりに取り組みます。
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パナソニック株式会社
代表取締役社長

それぞれの地域や国で、人々のくらしに密着し真に地域に根ざした貢献を
果たすため、世界中の多様な社員の個性と能力を活かします。

組織の成長、事業の成長は、人の成長の集合に他なりません。多極化が進むグローバル

社会の発展に貢献するためには、これまで以上に多様な人材が交流し、価値観を認め合い、

競い合い、そして力強く成長する風土の醸成が不可欠です。当社では、これを「入り交じる」

という言葉で表現して積極的に推進してきました。パナソニックで働くグループ社員・約

38万人は、さまざまな国や地域、文化、歴史等の背景を持ち、国籍、年齢、性別の異なる個

性と能力のある人の集まりです。一人ひとりが国や組織を越えて、考え方をぶつけ、自ら

も変革を遂げながら、世界中のお客様に革新的な商品やサービスをお届けできる集団で

ありたいと思っています。

当社の人材育成の基本の考え方である、「ものをつくる前に人をつくる」という理念のもと、

これからもパナソニックらしい多様性を追求していきたいと考えています。

「社会の公器｣として、本業であるモノづくりを通じて
持続可能な社会の発展に貢献していきます。

パナソニックは、CSRという言葉が広く使われる以前から、「企業は社会の公器」という

経営理念を掲げ、行動してきました。創業者 松下幸之助は、「企業と社会は別のものでは

なく一体のものである」と説いていました。企業と社会を別のものと考えると、企業は社会

から要請された法令やルールを守る、という受身の姿勢になります。しかし、「企業も社会

を構成する一員」と考えると、社会にとって本当に正しいことは何なのか、自分たちはどう

あるべきか、常に素直に社会の声から学びつつ、自発的に考え行動するようになります。

私たちはここに「企業の良心」があると考えています。これからも、社員一人ひとりが自らの

「企業の良心」に問いかけ、持続可能な社会の発展に向け、行動してまいりたいと考えてい

ます。そして誠実な行動の積み重ねによって、社会に貢献し信頼されるパナソニックグルー

プであり続けたいと思います。
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当社は、「本業を通じた社会への貢献」を不変の経営理念としてすべての事業活動の基本としてい
ます。そして、創業100周年に「エレクトロニクスNo.1の『環境革新企業』」となることをめざし、
徹底した姿勢でイノベーションを起こしてまいります。当社には“日に新た”という経営の基本的
な考え方があります。創業者 松下幸之助は、「経営理念を現実の経営の上にあらわすその時々の
方針なり、方策というものは（中略）その時代時代によって変わっていくのでなければならない。
いいかえれば“日に新た”でなくてはならない。」と語っています。“日に新た”に込められた創業
以来の革新の精神をグローバルに全社員が一丸となって実践してまいります。

“日に新た”
「正しい経営理念というものは、基本的にはいつの時代にも通じるものである。しかし、
その経営理念を現実の経営の上にあらわすその時々の方針なり方策というものは、これは
決して一定不変のものではない。というよりも、その時代時代によって変わっていくのでな
ければならない。いいかえれば“日に新た”でなくてはならない。この社会はあらゆる面で
絶えず変化し、うつり変わっていく。だから、その中で発展していくには、企業も社会の変化
に適応し、むしろ一歩先んじていかなくてはならない。」 

「実践経営哲学」（松下幸之助著）「時代の変化に適応すること」の章より

事例1：人々に文化的生活を提供したい、という思いから生まれたイノベーション
「新米教師が買えるアイロンを開発せよ」

1927年、アイロンはラジオとともに、文化生活時代の先端を行く商品として普及し始めていま
した。しかし、その価格は高く、安いものは粗悪品という状況でした。「新米教師でもアイロンの効
いたワイシャツを着ることができるという文化的生活を提供したい」。このような思いからアイロ
ンの開発が始まりました。当時故障の多かった電熱部に壊れにくい機構を採用。さらに万一故障し
た場合も修理しやすい設計としました。コストダウンのためには、日本ではまだ珍しかった大量生
産方式を採用。わずか3ヵ月の開発期間を経て「スーパーアイロン」が発売されました。当時のア
イロン価格は国産品が5～8円、輸入品が15円ほどでしたが、「スーパーアイロン」は3円20銭と
いう低価格で高い品質も評価いただき大ヒットとなりました。その後もお客様の声をもとに改良
を重ねた結果、1930年には商工省（現在の経済産業省）から国産優良品に指定されました。

事例2：全ての人に自転車の便利さを、との思いがもたらしたイノベーション
「電動自転車なら高齢者も楽に乗れる」
創業者は若い頃、自転車店に奉公していたことから、自転車にはひとかたならぬ思い入れがあ

りました。1952年に念願の自転車を発売してからも、「電機メーカーとして自転車に貢献できる
ことは何か」と常に考えてきました。そして1980年、ついに日本初の電動自転車を発売。すでに
80歳を超えていた創業者は「自分のような高齢者でも楽に乗れる」と、電動自転車の将来性を実
感しました。この電動自転車は、現在の電動アシスト自転車と違い電動だけで走るもので、免許が
なければ運転できなかったため、需要は限られていました。しかし、その後も研究は続き、培わ
れてきた技術は電動アシスト自転車で開花。現在、日本の電動アシスト自転車市場で半数以上の
お客様のご支持をいただいています。

「社会の公器」

スーパーアイロン

電動自転車に試乗する
創業者 松下幸之助

不変の経営理念とCSR
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創業100周年ビジョンの実現をめざして、2つのイノベーションを起こしてまいります。私たち
が提案するくらしの“アイディア”によって、心豊かなグリーンライフスタイルの実現をめざす「グリー
ンライフ・イノベーション」、そして、究極のグリーンビジネスの実践・提案を行う「グリーンビジネス・
イノベーション」です。
これらの取り組みを通して、社会の発展・豊かなくらしに貢献してまいります。

エレクトロニクスNo.1の「環境革新企業」をめざして

モノづくりで
社会の発展・豊かなくらしに

貢献する

社会の公器

創業100周年ビジョン

エレクトロニクスNo.1の 「環境革新企業」

全事業活動の基軸に「環境」を置き、
イノベーションを起こす

グリーンライフ・イノベーション
心豊かなグリーンライフスタイルを実現

グリーンビジネス・イノベーション
究極のグリーンビジネススタイルを実践・提案

世界中の人々に
持続可能（サスティナブル）で

より安心・快適、楽しいくらしを提案

製造業の理想の姿を追求

Zero Cost, Zero Time, Zero Inventory 
+ Zero Emissions

家・ビルまるごと
CO2±0のくらし

エコカーの
進化・普及

循環型商品に
囲まれたくらし

新興国・途上国での
エコ商品浸透

全ビジネスプロセスで
CO2極小化

循環型モノづくりの
具体化

グリーンワークスタイルの
徹底

自社ノウハウを活かした
環境ソリューション提供

5
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大きな転換点となる2010年度経営方針
2010年1月8日、経営方針発表会で大坪社長は、「創業

100周年である2018年、エレクトロニクスNo.1の環境
革新企業になる」ことをめざすビジョンを、力強く明言し
ました。ここで出された方針は、2001年から推進してき
た環境取り組みの総括と、2018年に向けた新たな取り組
みのスタートを同時に告げる、極めて重要な意味を持つト
ップメッセージとなりました。

当社は2001年に、持続可能な社会システムとくらしの
実現をめざした環境行動計画「グリーンプラン2010」を
策定しました。はじめに2010年度のあるべき姿を描き、
そこからバックキャスティングすることで取り組み目標を
明確化させています。製品開発、製造工程からコミュニケ
ーションに至るまで、当社の環境取り組みを網羅した内容
で構成し、適宜目標を強化するなど見直しを繰り返しなが
ら進捗管理を実施してきました。

GP3計画（2009年までの3カ年計画）総括と
グリーンプラン2010の完遂
2007年10月、当社は大きな転機を迎えました。環境
経営は、これまでも重要な取り組みとして位置づけてきま
したが、さらに全社の経営計画に組み入れて推進すること
に踏み込みました。「GP3計画」は、収益をともなった着
実な成長によってグローバルエクセレンスへの挑戦権を
獲得することを目標とした中期計画です。ここに、「エコア
イディア戦略」として、事業成長と環境負荷削減を同時に
実現させるという考え方を導入しました。喫緊の課題であ
る地球温暖化防止に焦点を絞り、CO2削減を中心とする
取り組みを「エコアイディア宣言」としてシンプルに「3つ
のエコアイディア」にまとめ、グリーンプラン2010に組
み入れて目標達成に努めてきました。
「商品のエコアイディア」では、商品の徹底的な省エネに
より、省エネNo.1の比率を高め、省エネ性能の低いもの
は限りなく減らす取り組みを推進しました。また2009年

4月には、3年から5年後に実現可能な「家まるごとCO2
±0（ゼロ）」のくらしをご提案するエコアイディアハウス
を開設しました。
「モノづくりのエコアイディア」では、生産活動における
CO2排出を、生産拡大でも総量で削減することを社会の
皆様にコミットしました。2006年度は398万トンであっ
たグローバル全製造拠点からのCO2排出量を、3年間で
30万トン削減する目標を掲げ、あらゆる取り組みを見直
し積極推進してきました。その結果、2008年に発生した
急激な景気後退の影響もありましたが、製造現場の地道な
削減努力が効果を上げ、目標を大きく上回る84万トン削
減を達成しました。「ひろげるエコアイディア」では、グロー
バル各地域の事業体がそれぞれの地域特性に応じた商品
開発などの環境取り組みを展開する「グローバルエコプロ
ジェクト」を推進、環境経営のグローバル展開に努力して
きました。これら一連の取り組みにより、2009年度目標
に対して、充分な結果を出すことができました。
このようにして2001年以降の9年間、取り組みを継続
的に実施してきた結果、グリーンプラン2010はほぼすべ
ての項目で目標を達成し、策定当初の目標は1年前倒しの
2009年度に完遂することができました。全社一丸となっ
た取り組みが実を結び、新たなフェーズへの飛躍の礎とな
る9年間となりました。

創業100周年ビジョンとGT12
創業100周年ビジョンでは、達成時の姿を示す具体的

な目標として「グリーン指標」と「グローバルエクセレンス
指標」を策定しました。経営数値の目標である「グローバ
ルエクセレンス指標」は常にクリアしながら、「グリーン指
標」についてはトータルでNo.1となることをめざします。

「グリーン指標」は、「CO2削減への貢献」、「資源循環へ
の貢献」、「エナジーシステム事業規模」、「環境配慮No.1
商品売上比率」の4項目です。これまでのCO2削減中心の
取り組みから一歩進め、資源循環とエナジーシステム事業
にも拡げた目標を立てています。さらに、活動項目の拡充
だけではなく、従来まで取り組んできた地球温暖化防止に
ついては内容を強化しました。これまでは生産活動におけ
るCO2削減を目標としていましたが、お客様にご提供す

■エレクトロニクスNo.1指標

環境ビジョン・戦略 
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2018年度には、生産に使用する投入資源総量の最小化
と、リサイクル材の使用量や商品から再生される資源量の
最大化をめざしていきます。あわせて、生産活動からの廃
棄物は、「ゼロ」を目標とします。「GT12」では、2012年
度に投入資源における再生資源の比率12%超、工場から
の廃棄物を再生資源にリサイクルする比率99%以上を目
標とします。

エナジーシステム事業
「環境貢献と事業成長の一体化」を図る当社は、エナ
ジーシステム事業をグループのフラッグシップ事業と位
置づけ、年率16%の高成長をめざしています。太陽光発
電、燃料電池などの創エネ、リチウムイオン電池などの
蓄エネ、「省エネ」「創エネ」「蓄エネ」の機器・システムを
つないで最適制御するエネルギーマネジメント、そして
環境対応車関連などの事業を展開、三洋電機のグループ化
による強みを最大限に活かし、エナジーソリューション
を提供していきます。

創業100周年ビジョンを踏まえ、「エコアイディア宣
言」を「くらしのエコアイディア」と「ビジネススタイルの
エコアイディア」に一新しました。パナソニックグループ
は、全事業活動の基軸に「環境」を置き、イノベーションを
起こしていきます。事業が成長すればするほど環境に貢
献でき、環境に貢献すればするほど事業も成長する、この
ような経営をめざし、取り組みを推進していきます。

る商品使用時の省エネによるCO2削減とを総合した、事
業全体による削減貢献を新たに目標としています。
創業100年ビジョン実現に向けた最初のステップが
2010年度から2012年度までの新中期計画「GT12」で
す（GT12:Green Transformation 2012）。2010年度
は「GT12」1年目としてビジョン実現への第1歩となる重
要な年です。新たなフェーズとしてグリーンプラン2010
に替わる2018年度までの環境行動計画を策定し、2010
年度中に公表し実践していきます。
CO2削減への貢献
新興国市場における需要の増大にともない、2018年に
向けて事業活動全体におけるグローバルでのCO2排出総
量は増加の傾向にならざるを得ません。先の洞爺湖サミッ
トにおいて国際社会で合意された、2050年までにCO2排
出量を世界で半減する目標達成のためには、増加から減少
へ転換させるピークアウトの実現が必須となります。生産
活動だけでなく商品の使用によるCO2排出量を合計した
値をピークアウトさせることをめざし、新たに「CO2削減
貢献量」を目標設定しました。「CO2削減貢献量」とは、と
くに対策を取らなかった場合に増加が想定されるCO2排
出量の試算値に対し、対策することで可能となるCO2削
減量と定義しています。この取り組みにより、全事業活動
におけるCO2排出削減の継続的努力を反映することがで
き、その最大化を追求することで、事業成長しても事業活
動全体における排出総量のピークアウトが実現できると
考えています。2018
年 度は、2005年 度
基準で試算した量の
50%、約1億2千万ト
ンの削減貢献量を目
標とします。それに向
けての最初の3年間
である「GT12」では、
2012年度5千万トン
の削減貢献量をめざし
ます。
資源循環への貢献
新興国が急成長する中、資源循環への対応が地球温暖
化と同様にクローズアップされてきました。そこで当社は、
循環型モノづくりによる、資源循環への貢献を新たな目標
に追加しました。資材調達からリサイクルまで、モノづく
りの全プロセスでトータルに取り組みます。設計や調達段
階においては、リデュース・リユース・リサイクルの3R
設計、再生資源の活用を強化します。工場での生産活動や
商品廃棄の段階においては、リサイクル技術の開発を加速
し、ゼロエミッションに限りなく近づくことに注力します。

■CO2削減貢献量

■資源循環への貢献

2005
(基準年) 目標

2012年度

商品

生産

商品

改善なしの場合
（試算値）

2018

ピークアウト
を目指す

（年度）

生産

CO2
削減貢献量
　5,000万㌧

※ ※

試算値の▲50％
（1億2,000万㌧）

投入資源（Ａ）

工場での
生産活動

工場リサイクル
再生資源（Ｄ）

リリササイイククルル材材

廃棄処分

投入
再生資源（Ｂ）

<再資源化 >

工場
廃棄物（Ｃ）

商品商品

リリササイイククルル材材

投入資源（Ａ）
投入再生資源（Ｂ）

＞＞ 1212％％

工場廃棄物
発生量（Ｃ）

工場リサイクル
再生資源（Ｄ）

≧≧9999％％

再生資源の活用拡大

工場ゼロエミッション追求

3R設計・リサイクル技術開発

※ 商品は主要セット商品のみ
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169
123

242

111

106

54

欧州

中国/
北東アジア

日本

ロシア/中近東/アフリカ

アジア/大洋州

北米

中南米

88

省エネNo.1商品
ダントツGP
（省エネ、省資源、化学物質いずれかで業界No.1の製品が対象）

74
134

71

93

182

93

37

くらしの
エコアイディア
私たちは、CO2±0（ゼロ）のくらしを世界にひろげます。

　当社は「地球温暖化防止」「資源有効利用」「化学物質管理」の3つの観点から、環境に配慮した製品づくりを
グローバルに進めています。過去３年間においては、2009年度にダントツGP（業界No.1の環境性能を実現した
製品）を200機種以上創出することを目標に取り組みを推進してきた結果、目標の約２倍となる395機種を創出
することができました。日本市場においては省エネ性能カタログ※での構成比を目安に、省エネNo.1比率を30％
に高め、省エネ性能の低いものを限りなく減らすよう取り組みを進めてきた結果、No.1は23％、下位はほぼゼロを
達成することができました。2010年度以降も引き続き取り組んでいきます。
※ 経済産業省資源エネルギー庁が年2回発行（夏版、冬版）

04実績 05実績 06実績 07実績 08実績 09実績

395

0

100

200

300

400

233

296

124

79

47
6621

3713
19

327

省エネNo.1のみ
全ダントツGP機種数

（グローバルモデルは1機種とカウント）

（日本）省エネ機種構成比（省エネ性能カタログによる9商品対象）（％）

2007夏 2009冬 目標

No.1

上位

中位

低位

16

36

35

13 0.6

27

49

23
30

40

30

■グローバル地域ごとの省エネNo.1商品/ダントツGP（グリーンプロダクツ）機種数
　（グローバルモデルは地域ごとにカウント）

■ダントツGP機種数

対象製品（生産完了品は除く）：エアコン、テレビ（液晶・プラズマ）、ＤＶＤレコーダー（地デ
ジ対応）、冷凍冷蔵庫、ジャー炊飯器、電子レンジ、蛍光灯器具、温水洗浄便座
上位・低位：機種数にて区分内の上下各30％相当（上位にはNo.1機種を含まず）
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ライフサイクルでの環境影響評価
　当社の「製品環境アセスメント」では、ライフサイクル
アセスメント（LCA）を実施しています。これは、製品のラ
イフサイクルである素材、製造、運搬、使用、廃棄といっ
た各ステージにおけるCO2排出などの環境負荷を分析・
評価することで、製品による環境への影響を改善するこ
とを目的としています。当社のLCA評価では、地球温暖
化の改善をめざした各種省エネルギーによる改善効果を
CO2に換算しており、主な製品の最新モデル評価値を、対
象機種である2000年度モデルの評価値と比較して表示
しています（参照P10,11 ）。下図のLCA評価例で示して
いるように、ライフサイクル全体でCO2排出が最も多いの
は、製品の使用ステージ（動作時と待機時）となる場合が
多いため、製品使用時の省エネルギーを徹底することに
よって、ライフサイクルでのCO2排出削減の最大化を図
ることができます。また、製品の軽量化などによる素材製
造時と工場省エネルギーによる製品製造時、それぞれで
のCO2排出の削減効果を確認することができます。LCA
評価は、各ステージの改善効果全体を把握可能にするだ
けでなく、さらなる改善にも活用しています。
　なお、使用ステージにおける評価方法は、法律（エネル
ギー使用の合理化に関する法律）や業界標準で規定され
ている場合にはそれらに準拠しています。

グリーンプロダクツ（GP）の判定基準と評価体系
　当社は、製品が環境に与える影響を企画・設計段階から
事前評価する「製品環境アセスメント」をもとに環境性能を
向上させた製品・サービスを「グリーンプロダクツ」と認定し
ています。さらにその中で業界No.1の環境性能を実現した
製品を「ダントツGP」、持続可能な社会の実現に向けて新し
いトレンドを創る製品を「スーパーGP」と認定しています。
　GPの判定基準では、自社比較のみならず他社比較も実
施しながら、地球温暖化防止や資源有効利用の環境性能
を評価すると同時に、環境への影響が懸念される化学物
質の管理にも取り組んでいます。
　2010年度からはダントツGPの判定基準を強化し、他
社優位性を高めていきます。

グリーンプロダクツの
取り組み

基準・指針
・グリーン調達基準書
・化学物質管理ランク指針
・材料表示および3R関連
 表示マニュアルなど

お
客
様
の
声 部品・材料の

環境情報

製造

GP-Web
システム

試作

設計

企画

最終

中間

目標

法令
順守

■グリーンプロダクツの評価体系

製品環境アセスメント（Ver.6 ）

製
品
本
体

セーブ エネルギー消費量

3R※1
実証リサイクル率　分別性　材料の統一　
軽量化・減容化　再生材使用量　消耗材質量
など

他社比較

生
産
工
程

セーブ エネルギー消費量　CO2排出量

3R 購入部材の包装材総質量　排出物量　
工場廃棄物量　資源使用量

包
装 3R 再資源化可能率　軽量化・減容化　材料の統一

再生材使用量　発泡プラスチックの使用量など
取
扱

説
明
書

軽量化・減容化　再生材使用量　
環境配慮型材使用

総合評価

LCA評価※2　環境効率　情報管理

※１ 廃棄物の発生抑制（Reduce）、材料の再使用（Reuse）、材料の再生利用（Recycle）
※２ 製品がライフサイクルの各段階において環境に与える影響を定量的に評価する手法

■グリーンプロダクツの判定基準（2009年度）

環境性能の飛躍的な進歩・持続可能な社会の
実現への新トレンドを創る製品

業界Ｎｏ.1の環境性能を実現した製品

環境性能を向上した製品・サービス
４つの特徴項目（地球温暖化防止・化学物
質管理・資源有効利用・環境創造性）のうち、
１項目以上で当社判定基準をクリアしたもの

スーパーGP

ダントツGP

グリーンプロダクツ
 （GP）

■LCA評価の具体事例（ななめドラム洗濯乾燥機）

2000 2009

改善効果の
最大化

廃棄
洗剤

素材
製造
流通

動作

水

56%削減

2000年度モデル：NA-SK600
2009年度モデル：NA-VR5600
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発光効率を約2倍※に高めた新開発ブラックパネル
搭載により、年間消費電力量154kWhを実現
※ 2009年パネルのみとの比較

【CO2排出のLCA評価】
ライフサイクル全体:62%削減
・動作:消費電力量ダウンで69%削減
・待機:消費電力量ダウンで96%削減
・素材:軽量化および製造効率化で41%削減

製品の省エネルギー

プラズマテレビ

TH-P42G2（日本）

大気熱を利用するヒートポンプ乾燥方式により、洗濯か
ら標準モードでの乾燥時の消費電力量860Whを実現

【CO2排出のLCA評価】
ライフサイクル全体:56%削減（定格洗濯乾燥容量
6kgでの算出値）
・動作:消費電力量ダウンで70%削減
・節水で21%削減
・素材:軽量化で14%削減

ななめドラム洗濯乾燥機

NA-VR5600（日本）

高効率なコンプレッサと冷却器の開発および高性能
真空断熱材「U-VacuaIV」の採用により、年間消費電
力量360kWhを実現

【CO2排出のLCA評価】
ライフサイクル全体 :44%削減
・動作:消費電力量ダウンで47%削減

冷蔵庫

NR-F554T（日本）

省エネルギーの取り組み
　製品の省エネルギー性能を高める取り組みとして、製品
の動作時、待機時などの基本回路の見直しによる電力使用
効率の改善に加え、ヒートポンプやLEDのような新規技
術の採用、真空断熱材を活用した断熱性能の向上などにも
取り組んでいます。
　2009年度は、さらなる省エネの実現をめざして、エコ
ナビ機能を開発しました。例えば、エアコンでは、人や家
具の位置、日当たりまで検知し、風量・温度調節を最適に
コントロールし、省エネ運転します。洗濯乾燥機では、衣
類の量や泥汚れ・汗汚れの程度を見分けて、省エネ、節水
します。掃除機では、ハウスダストの量を見分けて吸引力
を制御することで無駄な電力消費を省きます。照明器具
では、部屋の明るさにあわせて明るさを調光し、最適な状
態に省エネできます。他には、テレビ、冷蔵庫、ジャー炊
飯器、食器洗い乾燥機、温水洗浄便座、アラウーノ、エコ
キュートと、全部で11商品群にエコナビを搭載していま
す（2010年4月時点）。

2000年度モデル：TH-42PM30
2010年度モデル：TH-P42G2

2000年度モデル：NA-SK600
2009年度モデル：NA-VR5600

2000年度モデル：NR-E46W2
2009年度モデル：NR-F554T

2000 2010

62%削減

廃棄

素材

待機

動作

流通
製造

2000 2009

44%削減
廃棄

素材

動作

流通
製造

2000 2009

56%削減

廃棄
洗剤

素材
製造
流通

動作

水
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独自のハイブリッド形熱交換器やコンプレッサによ
り業界トップクラスの期間消費電力量1,272kWh※

を実現
※4.0kWクラス日本家庭用エアコンにおいて。2009年10月8日時点

【CO2排出のLCA評価】
ライフサイクル全体: 24%削減
・動作:消費電力量ダウンで24%削減

エアコン

CS-X400C2（日本）

「ダブルセンサー制御機能」と独自の加熱方式「W瞬
間式」により、業界No.1※の省エネ（瞬間式において、
省エネ基準達成率180%）を実現
※2009年8月25日時点

【CO2排出のLCA評価】
ライフサイクル全体: 68%削減
・動作:消費電力量ダウンで70%削減
・待機:消費電力量ダウンで75%削減

温水洗浄便座

DL-WB60（日本）

本体の電源をレギュレータ方式からDCDCコンバー
タ方式へと変更し電力使用効率を向上させることに
より、待機時消費電力0.45Wを実現

【CO2排出のLCA評価】
ライフサイクル全体:47%削減
・動作:消費電力量ダウンで49%削減
・待機:消費電力量ダウンで49%削減
・素材:軽量化で44%削減

デジタルコードレス電話

KX-TG5511（欧州）

独自の放熱技術により業界No.1の明るさ480lm、
業界最軽量40g※を実現
※ 小形電球タイプ（E17口金）において。2010年3月5日時点

【CO2排出のLCA評価】
ライフサイクル全体:83%削減（同一使用時間での比較）
・動作:消費電力量ダウンで83%削減
・動作時が全体の99.5%を占める（2010年度モデル）

LED電球

LDA6D-E17（日本）

2000年度モデル：ミニクリプトン電球40形　
　　　　　　　　　（LDS100V36WWK）
2010年度モデル：LED電球（LDA6D-E17）

2004年度モデル：VE-SV01CL
2009年度モデル：KX-TG5511

2000年度モデル：DL-ST30
2009年度モデル：DL-WB60

2000年度モデル：CS-E400AH2
2009年度モデル：CS-X400C2

2000 2010

83%削減

廃棄

素材

動作

流通
製造

2000 2009

24%削減
廃棄
待機

動作

素材

流通
製造

2004 2009

47%削減
廃棄

素材

流通

待機

製造

動作

2000 2009

68%削減

廃棄

素材

待機

動作

製造
流通
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蓄エネルギーの考え方
　エネルギーを貯めておき、必要なときに取り出して使
う「蓄エネルギー」機器は、安定したエネルギー供給を可
能にします。特に太陽光発電や風力発電など、自然エネル
ギーの効率的な活用には欠かせません。当社ではリチウ
ムイオン電池を「蓄エネ」事業の中核と位置づけ、高容量
化やリチウムイオン電池モジュールの開発などに取り組
んでいます。

蓄エネルギー機器
　家庭用太陽光発電などの再生可能エネルギーの利用や
電気自動車の実用化への期待が高まる中、これらの普及
には蓄電システムが不可欠となります。とくにリチウムイ
オン電池を用いた蓄電システムは、他の二次電池を利用
したものに比べ高容量・軽量であるため、実用化が大い
に期待されています。
　当社は、ノートパソコンなどで使用されている18650
サイズ（直径18mm×高さ65mm）のリチウムイオン電
池で、業界トップレベルの高容量※を開発・量産していま
す。また、18650サイズのリチウムイオン電池を用いた
1.5kWhタイプの電池モジュールを開発しました。この電
池モジュールを直列や並列に複数個接続することで、太
陽光発電や燃料電池との蓄電システム、電気自動車用電
源など環境エネルギー分野向けの各種電源に適用が可能
になりました。
※ 2009年12月時点（当社調べ）

創エネルギーの考え方
　当社は、商品の「省エネ」取り組みから一歩踏み込んだ
新しい領域へのチャレンジとして、エネルギーを創り出す
「創エネ」事業を積極的に進めています。エネルギー使用
量を減らしCO2排出量を削減する省エネに加え、必要な
エネルギーをCO2排出量の少ない発電方式によって創り
出す取り組みとして、家庭用燃料電池や太陽光発電など
の開発を進めています。

創エネルギー機器
　燃料電池は、都市ガスから取り出した水素と空気中の
酸素を電気化学反応させて電気をつくると同時に、反応
時に出る熱でお湯を沸かすことができることから、高い
発電効率と省エネルギー性を兼ね備えたシステムです。
都市ガスを使うためCO2を排出しますが、季節や天候、
時間帯に左右されず安定して発電できる特長があります。
　2009年5月、当社はガス会社様より家庭用燃料電池
コージェネレーションシステム「エネファーム」を世界に
先駆けて一般販売を開始、2010年2月までに2,100台
を出荷しました。発電効率は最高35％HHV/39％ LHV
と世界トップレベル※1、湯沸しまで含めた総合的なエネ
ルギー変換効率は85%HHV/95% LHVで、火力発電所
からの電力供給、都市ガスを用いた給湯器からの熱供給
と比較して、CO2排出量は住宅1軒1年間で約1.5tの削
減※2が期待できます。
※1 2009年4月時点(当社調べ)
※2 CO2換算係数 ガス:2.29kg-CO2/m3 
 電気:0.69kg-CO2/kWh(火力発電原単位)での当社試算

創エネルギー

家庭用燃料電池コージェネレーションシステム（1kW）

リチウムイオン電池モジュール（1.5kWh）

蓄エネルギー

　太陽光発電は、半導体を利用して太陽の光エネルギー
を直接電力に変える発電装置です。発電量は、季節や天候、
時間帯の影響を受けますが、化石燃料を燃やして電気を起
こす火力発電と異なり、発電時にCO2や排気ガス、燃えカ
スなどを全く排出しないという特長があります。
　三洋電機（株）が展開するHIT太陽電池は、アモルファ
スシリコン薄膜と単結晶シリコンを積層した独自の構造

で発電量を飛躍的に高め、世界トップレベルの発電効率※3

を誇ります。HIT太陽電池モジュールHIT NKH210では、
従来型結晶系150W
太陽電池モジュール
に比べ、設置面積あ
たりの年間予測発電
量を約38%向上さ
せています。
※3 2010年5月時点
（当社調べ） 住宅に設置された太陽電池HIT
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エコアイディアハウス
　エコアイディアハウスは、家まるごと「CO2±0（ゼ
ロ）」の考え方を現実の姿として体感していただくために、
2009年4月に東京・有明の当社ショウルーム「パナソ
ニックセンター東京」に開設したコンセプトハウスです。
3年から5年後である201X年に、家庭のくらしで消費
するエネルギーを「へらす、つくる、ためる、つなぐ」こと
で、家まるごとCO2排出量を実質的にゼロにすることを
実体験できる展示をしています。また、エネルギー消費
を抑えると同時に、涼しさと暖かさ、明るさなどの自然の
恵みを活かすこと
で、心地よいくらし
も提案しています。

宅内AC/DCハイブリッド配線システム
　「つなぐ」には、すでに商品化されたHEMS以外に、現
在開発中の宅内AC/DCハイブリッド配線システムが挙げ
られます。
　電気には2つの種類があります。一つは電力会社から各
家庭へ送電され、コンセントを経由して使用する電気で、
交流（AC）です。もう一つは、太陽光発電や燃料電池で発
電した電気で、直流（DC）です。交流は、送電時の損失軽
減や、工事の安全性などのメリットがありますが、一方で、
テレビやパソコン、LED照明など一部の機器は直流で動
作するため、交流から直流への変換時にロスが発生してい
ます。当社はこの変換ロスを無くすことや、創エネ、蓄エ
ネ機器である燃料電池、太陽光発電、蓄電池が直流で発電、
蓄電することに着目し、2種類の電気を上手に無駄なく使
えるように、一部そのままで活用する「宅内AC/DCハイ
ブリッド配線システム」を開発しています。交流で動作す
る機器には電力会社からの電気を、直流で動作する機器に
は燃料電池、太陽光発電、蓄電池からの電気を供給するこ
とで、さらなる省エネを実現します。

省エネ・創エネ・蓄エネ、それらをつないで実現する
家まるごと「CO2±0（ゼロ）」のくらしを提案
　経済成長や世帯数の上昇にともない、家庭部門からの
CO2排出量がますます増加することが懸念されます。当社
は、様々な家電製品から、住宅に至るまで、家をとりまく
多くの製品を提供しています。家庭からのCO2排出量を
効果的に削減するには、当社の幅広い商品群において、単
体機器から家そのものまでトータルで取り組むことが重
要と考えます。当社だからこそ実現できるこの考え方を、
「家まるごと」と呼んでいます。
　家まるごとでのCO2削減は、「省エネ」、「創エネ」、「蓄エ
ネ」の3つの切り口で推進しています。「省エネ」では、機
器使用時の消費電力削減や建物の高断熱化などにより、エ
ネルギーの消費量を減らします。下図に示すくらしモデル
に基づく試算では、機器の省エネ性能の向上と、家全体の
使用電力を削減した結果、3年から5年後には1990年比
で65％のCO2排出量が削減できます。しかし、徹底的に
省エネに取り組んでも、発電所からの電力を消費する限り、
CO2を出してしまいます。そこで、燃料電池、太陽光発電
による「創エネ」と、家庭用リチウムイオン蓄電池による「蓄
エネ」との組み合わせにより、省エネしてもなお必要な、残
り35％のCO2排出量に相当するエネルギーをつくり、た
めて、使うことで、家全体でCO2排出量を実質ゼロにしま
す。このコンセプトを家まるごと「CO2±0（ゼロ）」と呼ん
でいます。さらに、支える要素としては、「つなぐ」という
考え方があります。これは、効率的な機器の使い方をする
「ホームエネルギーマネージメントシステム（HEMS）」や、
効率的な電気の使い方をする「宅内AC/DCハイブリッド
配線システム」で実現します。家中の家電や設備をネット
ワーク化してかしこくコントロールすることで、家まるご
と「CO2±0（ゼロ）」は達成できます。

家まるごと「CO2±0（ゼロ）」

■家まるごと「CO2±(0ゼロ)」の考え方

算出条件（くらしのモデル） 
・家族と住宅:祖母（70歳）、父（40歳）、母（37歳）、娘（6歳）の3世代4人家族。住居は2階
建ての一戸建。3LDK+和室、延べ床面積136.9平方メートル（全国平均値）。 

・対象商品:【1990年】普及率10%を考慮し、当社が生産・販売していた当時の最新機種を
設定。【2009年～201X年】普及率10%を考慮の上、ライフスタイルの変化（製品の保有
数の増加や大型化）などを踏まえ当社が想定する機種を設定。 

■宅内AC/DCハイブリッド配線システム

エコアイディアハウス外観
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ビジネススタイルの
エコアイディア
私たちは、資源・エネルギーを限りなく活かすビジネススタイルを創り、実践します。

　当社は生産活動におけるCO2排出量について総量で削減することをめざし、中期計画の3年間の取り組みで、
グローバルに30万トン削減の目標を掲げてきました。2009年度も徹底した削減施策などにより33万トンを削
減し、3カ年では84万トン削減と、目標を大幅達成することができました。
　2010年度からCO2削減の全社活動は、研究所やオフィスなどの非製造部門や物流部門にも広げて進めてい
きます。また、全社活動テーマもCO2削減のみならず、資源循環にも重点を置いて推進し、モノづくりの全プロセ
スで環境負荷低減と生産性向上を両立したビジネススタイルの創造に取り組みます。

■生産活動におけるグローバルCO2排出量

省エネ診断での現場確認の様子省エネ実践研修の様子

0

300

350

400

450

06年度
実績

07年度
実績

08年度
実績

09年度
実績

▲84万トン

398 397

347

314

＋28 ▲29

▲8

▲2 ▲31

▲42
削減施策※生産量減等

削減施策※
生産量減等

削減施策※生産量増等

コミットメント 
30万トン削減（2006年度比）

▲1万トン

▲50万トン

▲33万トン

（万トン）

注） CO2排出係数（日本・電力）は、その実績
公表と当社計画策定のタイミングの相違
により、2006年度0.425kgCO2/
kWh、2007年度以降は0.410kgCO2/
kWhを使用。0.410kgCO2/kWhを使
用した場合の2006年度CO2排出量は
393万トン。2007年度の削減施策に
よる削減量▲29万トンの内、▲5万ト
ンは電力係数改善による削減量

※ 対策をしない場合と比較した概算値。
 製造拠点の統廃合による削減効果も含む
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GFアセスメント制度
　GF認定制度の2010年度目標である「GF認定率90％
以上」が過去2年間達成されていることを受け、全工場
のさらなる取り組み水準向上をめざして、2010年度よ
りGF認定制度を「GFアセスメント制度」へと進化させ
ました。
　5側面からなる環境活動15項目を各工場がそれぞれレ
ベル1から5までの5段階基準で自己評価し、目標進捗度
の把握や他工場との比較を行うとともに、グループ全社
で2012年度に平均レベル4以上をめざします。

グリーンファクトリー（GF）のめざす姿
　当社では、地球温暖化防止、廃棄物・有価物発生量削
減、化学物質排出・移動量削減を中心としてあらゆる投入
量と排出量の最小化に取り組んでいます。これを通じて環
境貢献と経営体質強化の両立を図り、全工場を「グリーン
ファクトリー」にすることをめざしています。

GF認定制度について
　当社は、グローバル全工場でのGF活動のレベルアップ
のため、各工場での取り組みを評価・認定する「GF認定
制度」を運用してきました。この制度は、継続的な環境負
荷削減取り組みと特徴あるGF活動について、必須3項目
である「地球温暖化防止」「廃棄物・有価物発生量削減」「化
学物質排出・移動量削減」および、任意項目である「水資
源有効活用」の成果に基づいて点数化し、基準点以上の工
場をGFとして認定するものです。
　2005年度から導入した本制度は、2009年度にはグ
ローバル238工場がGFに認定され、全工場に占めるGF
認定工場の比率（GF認定率）は94％となり、目標の82％
を大きく上回りました。また、環境に関する国家レベルの
最高賞を受賞するなど、その国で最高レベルのGF活動を
推進している工場を「ダントツGF」として認定しており、
2009年度は13工場を認定しました。

グリーンファクトリーの
取り組み

■2009年度ダントツGF認定工場

■「GF認定制度」の設定項目と主な評価指標
項目 指標 定義

必
須

地球温暖化
防止 CO2排出総量 CO2排出量の総量

廃棄物・
有価物
発生量
削減

発生量削減率
当年度の対策による廃棄物・有価物発生量削減量

前年度の廃棄物・有価物発生量

リサイクル率
再資源化量

再資源化量+最終処分量
化学物質
排出・移動量
削減

重点削減対象
物質の排出・
移動量削減率

１－
当年度の「重点削減対象物質」排出・移動量

　　基準年度の「重点削減対象物質」排出・移動量

任
意

水資源
有効利用 使用量削減率

当年度の対策による水使用量削減量
前年度の水使用量

■「GFアセスメント制度」の評価指標

中国GFコンペ
　優れたGF活動の評価と社内情報共有による取り組み
の高位平準化をめざして、中国・北東アジア地域では
2007年度より社内表彰制度「中国GFコンペ」を毎年1
回行っています。CO2、廃棄物、化学物質、水の4分野で
それぞれの優秀事例を表彰し、それらの取り組み内容を
「GFコンペ事例集」として全在華工場に配布してノウハ
ウ・情報の共有化を進めています。

■中国GFコンペの状況

１．CO２排出量
　事業計画達成率

２．化学物質 総量削減率

３．リサイクル率

４．生産高CO２排出
　 原単位 事業計画
　　達成率

６．廃棄物・有価物
　発生量 生産高原単位
　改善率

７．水使用量（生活用水量除く）
　生産高原単位 改善率

８．化学物質
　排出・移動量
　削減率

９．廃棄物・
　有価物発生量
　 削減率

10．水使用量
　　削減率

11．化学物質
　 適正管理

12．廃棄物
　 適正管理

13．大気・水質
　　保全

14．人づくり

15．環境活動推進 レベル5

レベル４

レベル3

レベル2

レベル1

５．化学物質
　（ヒト・環境影響度）
　生産高原単位 改善率

リスク削減
体質強化

削減取組

総量削減人づくり

環境
活動

2007年度 2008年度 2009年度

応募件数 134件 179件 168件

応
募
案
件
の

削
減
量

CO2 21千トン 20千トン 24千トン

廃棄物 17千トン 1.2千トン 7.7千トン

化学物質 2百トン 0.5百トン 1.3百トン

水 124万トン 21万トン 20万トン

事例集を作成して在華全社で共有

パナソニック（株）AVCネットワークス社 宇都宮工場、パナソニック プラズマディ
スプレイ（株）尼崎工場、パナソニック AVCネットワークス 廈門（有）、パナソニック 
AVCネットワークス クアラルンプールマレーシア（株）、パナソニック（株）ホームア
プライアンス社 キッチンアプライアンスビジネスユニット/自販機ビジネスユニッ
ト、パナソニック HA電子レンジ上海（有）、パナソニック HAタイ（株）、パナソニック 
エレクトロニックデバイス（株）チューナビジネスユニット、パナソニック エレクト
ロニックデバイス ジャパン（株）若狭ディビジョン、青島松下電子部品（保税区）（有）、
パナソニック半導体オプトデバイス（株）、パナソニック コミュニケーションズ マレー
シア（株）　計13工場

会社名は2010年3月31日時点の名称
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CO 2　削減の取り組み
①グローバル全拠点で「メタゲジ」活動を推進
　CO2削減を確実に実行するためには、工場の各施設の
エネルギー使用状況や対策による削減効果を「見える化」
することが重要です。
　これまでグローバル全製造拠点において約4万点の計
測システムを導入し、管理体制を構築するとともに、モデ
ル工場での取り組み成果に基づき「メタゲジ」活用マニュ
アルを作成しました。今後
は、この仕組みを活かして
エネルギーの無駄をさらに
顕在化させ、その削減取り
組みを全社活動として強化
していきます。

省エネ強化をめざして全社で推進
　当社は、中期経営計画において、2009年度にグローバ
ルのCO2排出量を2006年度比で30万トン（全排出量の
約7.5％相当分）削減することを目標に掲げ、全社で取り
組みを進めてきました。
　具体的には、「全社CO2削減推進委員会」を設置し、進
捗の月次管理を進め、CO2削減施策として、①「メタゲ
ジ※」による「見える化」の徹底、②専門チームによる省エ
ネルギー診断の実施、③生産プロセスの革新、④削減事例
の横展開 などを全社で推進しています。
　目標は1年前倒しの2008年度に達成しましたが、
2009年度はさらに厳しい目標を掲げて、省エネ体質の一
層の強化に向けた取り組みを加速しています。
※ メータやゲージなどの計測器を導入してエネルギー使用量を「見える
化」し、測定可能な削減対策を実行すること

全社CO 2　削減推進委員会を設置
　環境担当役員を委員長とし、ドメイン会社のモノづくり
担当役員クラスを委員とする「全社CO2削減推進委員会」
を立ち上げ、月次で把握した進捗の確認や課題検討、施
策実施の徹底などを行ってきました。さらに、全世界の工
場と迅速に情報を共有して取り組みを徹底するため、ド
メイン会社においても同様の推進体制を構築しています。
委員会傘下には、省エネ技術を保有する関連部門で構成
した「省エネ技術支援チーム」を設置し、各工場の共通課
題に対する支援を行っています。2010年4月からは、商
品や非製造部門、物流部門を加えた「全社CO2削減貢献
委員会」を立ち上げ、これまでの工場におけるCO2削減
活動は、本委員会傘下の「製造CO2削減ワーキンググルー
プ」として推進します。

CO 2　排出量を基幹の経営指標に
　当社は、グローバルすべての工場274拠点から毎月、
CO2排出量をはじめ23項目の環境パフォーマンスデータ
を集め、その分析結果を月次で決算・フィードバックする
仕組みを構築・運用してきました。
　2008年度からは、売上高・営業利益・在庫など基幹の
経営指標に「CO2排出量」を加え、その結果を社内業績評
価制度の一部として反映することで、取り組みのさらなる
加速を図っています。

工場の省エネルギー・
温暖化防止

■グローバルCO2排出量と原単位

〈当社のCO2排出量算定基準〉
・燃料関係は環境省「温室効果ガス排出量算定・報告マニュアル（Ver2.2 ）」の係数に基づく
・日本の各年度購入電力の係数（kgCO2/kWh）は、0.376（2000年度）、0.425（2005年度、
2006年度）、2007年度以降は 0.410を固定して使用。各年度の電力係数に、実績（クレジッ
トにより調整されている場合は調整後係数）に基づく0.410（2006年度）、0.453（2007年
度）、0.373（2008年度、2009年度）を使用した場合のCO2排出量は、393万トン（2006 
年度）、412万トン（2007年度）、334 万トン（2008 年度）、302万トン（2009年度）

・PPS（特定規模電気事業者）からの購入電力についても上記係数を使用
・日本以外の購入電力の係数は、GHGプロトコルの各国ごとの係数を使用
※ 原単位＝CO2排出量÷（連結売上高÷日本銀行企業物価指数（電気・電子機器））
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術者の育成が不可欠です。当社は2007年度よりグローバ
ルにCO2削減の研修会18回、技術説明会12回を実施し、
計340名の専門技術者を育成してきました。
※ BAチャート：CO2削
減事例についての実施
前（Before）と実施後
（After）の比較をチャー
ト形式の資料にまとめ
たもの

②「省エネルギー診断」による対策の掘り起こしを推進
　各製造拠点における省エネルギー対策の掘り起こしに
向け、専門家による「省エネルギー診断」活動を推進して
います。各ドメイン会社では、各製品のモノづくりプロ
セスを熟知した技術者と工場の担当者が協力し、CO2削
減への問題解決を図っていますが、それと並行して、全
社の省エネ技術支援チームメンバーによる専門部隊を編
成し、全社展開が可能なテーマを掘り起こすため、省エ
ネルギー診断活動を展
開しています。2009
年度は18工場におい
て、2万トンを削減す
る350件の省エネ対
策を提案し、各工場で
取り組みが実践されて
います。
③生産プロセス革新で削減を加速
　全社目標の必達に向け、従来の手法では技術的課題や
品質確保問題のために着手が困難であった削減テーマに
も積極的に取り組んでいます。具体的には、社内の研究
部門である生産革新本部が中心となり、先端シミュレー
ション技術などを駆使して工場省エネルギーに関する技術
開発を行い、ドメイン会社を生産技術面で支援しています。
　これらの取り組みにより、とくにエネルギー消費量の
大きい半導体工場のクリーンルームや二次電池のドライ
エア供給において大
きな削減成果を生み
出すことができまし
た。また、「省エネ生
産技術研究会」を開
催し、各工場が課題
を持ち寄り、担当技
術者の育成を含めた
全社取り組みの加速
を図っています。

④削減事例の横展開と専門人材育成を推進
　CO2削減事例の横展開を図るため、2008年9月、削減
事例を「BAチャート※」としてデータベース化し、フリー
キーワードにより検索できるシステムをイントラネットに
構築しました。本システムには1,139件（2010年3月
現在）の省エネ事例が登録されており、全社で活用を推進
しています。
　また全工場が取り組むべき必須の省エネ対策を「省エ
ネ33アイテム」としてチェックリストにまとめ、全工場
で総点検を進めています。
　さらに、これらの取り組みを進めるためには省エネ技

エネルギー起源のCO2以外の
温室効果ガスを削減
　当社が排出するエネルギー起源のCO2以外の温室効果
ガスは、主に半導体工場のエッチングガス、クリーニン
グガスとして使用しているPFC、SF6などです。半導体
工場では、これらのガスの削減に向けてガスの代替化や
除害装置を設置し、フロンガスを無害化するなどの対策
を実施してきました。
　世界半導体会議（WSC）では「1995年比で2010年ま
でに10％以上削減」をめざしていますが、当社の半導体
部門では2009年度に、1995年比で53％削減しました。

「工場省エネルギーCDM※」を推進
　当社は2004年度より、マレーシアの当社工場で実施
する省エネルギー対策をCDMプロジェクトとすべく取り
組みを進め、2007年3月、工場の省エネルギー対策とし
ては日本で初めて、CDMとして国連に承認されました。
現在、このプロジェクトを推進しています。
※ Clean Development Mechanism：京都議定書で承認された手法。先
進国が発展途上国に対し資金・技術支援をして温室効果ガスの排出削
減につながる事業を実施する制度

■温室効果ガス排出量（CO2換算）

ハイドロフルオロカーボン
（ＨＦＣ）類 ６万トン（２％）   

二酸化炭素（CO₂）
日本
１73万トン（５2％）

二酸化炭素（CO₂）
日本以外
１41万トン（４３％）

パーフルオロカーボン
（ＰＦＣ）類 7万トン（2％）

六ふっ化硫黄（ＳＦ₆）他
4万トン（１％）

排出量
331万
GWP
トン-CO₂

省エネ診断での現場確認の様子

省エネ生産技術研究会で他社や先進事業場に学ぶ

中国での研修の様子
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リサイクルの基本姿勢
　資源有効利用や環境汚染防止などを目的に、世界各国で
リサイクルの法制度、仕組みの整備が行われています。日
本では特定家庭用機器再商品化法（家電リサイクル法）や資
源有効利用促進法、EUではWEEE指令が、米国の一部の
州でもリサイクル法が制定・施行され、中国でも2011年1
月から法が施行される予定です。当社は、各国の関連法規
順守はもとより、国ごとのリサイクルインフラの実情に即
して最も効率的な仕組みづくりに貢献するとともに、限り
ある資源を有効に活用する資源循環への取り組みを通じ
て地球環境のサステナビリティにも貢献していきます。

製品リサイクル活動をグローバルに推進
●日本
　当社は、2001年に4品目を対象とした家電リサイクル
法の施行にともない、既存インフラを活用した地域分散処
理システムを構築しました。当社が主体で設立した（株）エ
コロジーネットが、Aグループ（当社をはじめとする24社）
に所属するメーカーなどの委託を受けて関連業務を一括
代行し、指定引取場所190カ所と再商品化拠点36カ所を
管理運営しています。2009年4月より対象機器追加（薄型
テレビ、衣類乾燥機）に対応した取り組みを行っています。
当社は2009年度は家電
4品目※1約10万4,000ト
ン再商品化しました。
※1 エアコン、テレビ、冷蔵庫・

冷凍庫、洗濯機・衣類乾燥
機

●欧州
　2005年8月の欧州WEEE指令施行に先立ち、当社は
2005年4月ドイツにリサイクルマネジメント会社として
エコロジーネットヨーロッパ（ENE）を設立しました。ドイ
ツを中心に優良リサイクル会社と連携し、高品質のリサイ
クルシステムを構築しています。当社は2009年はWEEE
指令対象製品を約5万6,000トン※2回収しました。
※2 回収システムごとの回収重量Ｘ当該システムにおける当社重量ベース

市場投入シェアにより算出

●米国
　2007年7月のミネソタ州でのリサイクル法施行を契機
に、当社が主体となり、同年9月にアメリカリサイクルマネ
ジメントLLC（MRM）を（株）東芝様およびシャープ（株）様

使用済み製品の
リサイクル

レーザ式割断装置 インターロッキングブロック

とともに設立し、テレビ、パソコンを中心としたリサイクル
を開始しました。法制化済みの他州へも順次拡大するとと
もに2008年11月からMRMの運営による全米自主取り組
みを開始しました。
　これらの取り組みが評価されてMRMは米国環境保護庁
（EPA）から2009年テレビリサイクルチャレンジ賞を受
賞しました。当社は2009年は廃電子機器を約3,700ト
ン※3回収しました。
※3 州法に基づく回収および自主取り組みによる回収など

●中国
　2011年1月の法施行に向けて当社は投資性公司工作委
員会のメンバー企業として中国政府と一緒に制度づくり
を進めています。
●インド
　2010年3月からテレビの自主取り組みをチェンナイ市
から開始しました。今後対象地域を拡大する予定です。

リサイクルの技術開発
　当社では限りある資源を有効に活用するため、「循環型
モノづくり」をめざした取り組みを始めています。
　使用済み家電4品目のリサイクルを行うパナソニック
エコテクノロジーセンター（株）は、より効率的に、多くの
資源の回収・供給ができるように独自の研究を行い、工程
改善に努めています。テレビのブラウン管処理では、前面
ガラスと背面ガラスに分割する必要があります。レーザ光
を用いることで、従来のヒータ線ブラウン管分割方式に比
べ、3倍の処理スピードを実現しました。正確なレーザ光
照射と、ブラウン管の種類を自動判別する機能により、高
品位な分割ができるようになりました。また、冷蔵庫の破
砕物から鉄、アルミ、銅、樹脂を回収する一貫システムな
ども開発し導入しています。さらに、回収された樹脂を種
類ごとに分別する技術開発も進めており、分別不可能な
樹脂を減容化する装置も連続稼動評価の段階にあります。
一方、これらの資源を社内だけでなく、広く活用するため
の用途開発にも積極的に取り組んでいます。ブラウン管ガ
ラスを活用したインターロッキングブロックは、専門メー
カーと共同開発したものです。社内で活用しており、順次
社外にも広めていきます。
　当社はこれらの取り組みを通じて、持続可能な社会の実
現に貢献していきます。

薄型テレビの解体
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世界自然保護基金（WWF）との協働
　当社は2007年より、WWFジャパンとともに「黄海エコ
リージョン支援プロジェクト」を推進しています。このプロ
ジェクトは7年計画で、中国、韓国、日本が協力して、黄海（中
国と朝鮮半島に囲まれた海域、世界最大級の大陸棚を持つ）
の豊かな自然と生態系の保全および実効的な管理をめざす
もので、これまでは海洋生態系の大切さを普及する活動を
中心に行ってきました。2010年1月からの約3年間は、中
国遼寧省の鴨緑江河口域沿岸と韓国全羅南道のムアン郡
沿岸をモデル地域として、沿岸の漁業・渡り鳥・底生生物
（甲殻類や貝類など）のつながりを科学的に現地調査し明ら
かにするとともに、地元行政（漁業、環境部門、政府系研究
機関など）や地域住民との連携を図りつつ、環境の持続可
能な利用と保全のために必要な対策の実現をめざします。

生物多様性に対する考え方
　私たちの社会は、生物多様性を基盤とした様々な自然の
恵み（生態系サービス）に支えられています。一方で、過去
50年にかつてない速さで生物多様性が損なわれており、
企業も生物多様性の保全と持続可能な利用に取り組むこ
とが求められています。当社は、生物多様性の重要性と危
機的な状況を踏まえ、事業活動と社会貢献活動の両輪で
生物多様性の取り組みを推進しています。

生物多様性プロジェクトをスタート
　事業活動における生物多様性への取り組みを推進する
ため、2009年10月に生物多様性プロジェクトを発足し、
3つの重点分野「調達」「立地・土地利用」「商品」で具体的
な活動をスタートしました。
①調達分野の取り組み
　2010年2月に、生物多様性の保全と持続可能な利用を
めざした「木材グリーン調達ガイドライン」を、WWF（世
界自然保護基金）ジャパンとの協議を重ね策定。優先調達
に努めるもの（区分1）、調達適合とするもの（区分2）、調
達排除に努めるもの（区分3）を明確にしました。2009
年度を対象にグリーン調達実態調査を実施した結果、木
材・木質材料の総調達量は約44万m3、区分内訳は、1が
47％、2が51％、3が2％でした。今後、区分1と2の比
率を高めるとともに、3の比率削減に取り組みます。

生物多様性の取り組み

■木材グリーン調達の考え方

　また2008年からは、WWFインターナショナルが推進
する「北極圏プロジェクト」のファーストスポンサーとして、
北極圏の環境分析・調査、さらには ホッキョクグマなどに
象徴される生態系を維持する取り組みを推進しています。

鴨緑江河口域。数万羽のオオソリハシシギの群れ
が春と秋の渡りの途中に立ち寄る©Kango Nakao

国家級自然保護区になっている鴨緑江
沿岸の湿地の視察 © WWF Japan 

COP15にあわせたイベントで氷のホッキョク
グマ像を提供　

優先調達に努める木材・木質材料
・環境面で保護価値の高い森林を破壊してい
ないことを第三者から認証されたもの
・持続可能な森林経営を実施していることを第
三者から証明されたもの
・木質系再生資源

調達適合とする木材・木質材料
・伐採時の合法性が確認されたもの
・業界団体等により合法性認定が得られたもの

調達排除に努める木材・木質材料
・伐採時の合法性が確認できないもの

区分
1

区分
2

区分
3

©1986 Panda symbol WWF
®“WWF” is a WWF 
Registered Trademark

②立地・土地利用の取り組み
　敷地内に緑地を有する当社の事業所は121拠点あり（日
本、2009年12月末時点）、緑地面積の合計は約200万
m2となります。生物多様性の観点から、これらの緑地のあ
り方、管理方法などを見直すことで、事業所が立地する地
域の生物多様性保全に貢献することをめざします。現在、
日本の全事業所を対象とした調査を進めており、調査結果
を踏まえて優先的に取り組むべき事業所を抽出してモデ
ル事例づくりに取り組みます。
③商品分野の取り組み
　生物多様性に直接関係が深い商品に的を絞り、生物多

様性への影響と依存、およびリスクとチャンスについて、
第三者評価をしていただいています。

室内での活用事例 屋外での活用事例

国際環境NGO バードライフ・アジアによる
誘虫性を低減した照明器具「ムシベール」の評価
　照明器具は、光に集まる昆虫の生息環境を攪乱し、
結果としてそれらの昆虫を捕食する多様な生物にも広
く影響を与えてしまいます。ムシベールは、光の波長
制御により昆虫が集まりにくく（従来比70%減）、生物
多様性保全に寄与する照明器具として評価できます。

光を嫌うヒメホタルへの配慮
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役員　藤田 正明
グローバル調達担当（兼）調達本部長、
グローバル物流担当（兼）グローバルロジスティクス本部長、トレーディング社担当

パナソニックはグローバルに約9,000社の購入先様よ
り部品、材料、設備などを調達しています。これまで自ら
の調達活動におけるコンプライアンスを徹底するための
「クリーン調達宣言」、購入先様の評価にCSRの取り組み
度合いを含む「サプライヤー評価制度」、調達部材の特定
化学物質不使用を徹底する「グリーン調達」など、多くの
購入先様と協働でCSRの実践に取り組んでまいりました。
資源の枯渇が懸念される中、「環境革新企業」をめざす
当社では「循環型モノづくり」の実現に向けた「省資源化」
と「再資源化」の2つを重点分野としています。このうち、
モノづくりの源泉を担う調達部門では、「再資源化」の分
野で貢献してまいります。そのために、再資源化を前提
とした材料・塗料、再生材料の調達を推し進めます。また、
社内の設計・製造部門、グローバルに優れた技術力を持
つ購入先様とともに、それらを使いこなすための加工技
術や用途の開発まで踏み込んだ連携を行います。さらに、
共通部材化することで集中購買を推し進め、資源循環

調達部材の再資源化で
エコとコスト力の両立をめざします

循環型モノづくりの推進

思いやりと誠実さを
基本とした
「スーパー正直」

環境革新の
あくなき追求

信頼と責任に基づく
パートナーシップ

■  自らを律し、正しい取引を実践

■  省資源・再資源化
（循環型モノづくり）
■ 禁止物質非含有

■ 法令・社会規範の順守

■ 顧客・社会からの信頼
■ 設計参画の絶対条件

CSR調達の実践がなければ、社会から峻別される時代

C

 

S

 

R
実
践
企
業
に
な
る

C

 

S

 

R
実
践
企
業
と
取
引
す
る

パナソニックのCSR調達の考え方

�

�

クリーン調達

グリーン調達

コンプライアンス

情報セキュリティ

人権・労働・安全衛生

の拡大とともにコスト合理化による競争力の強化にも
つなげてまいります。このような取り組みを通じて購入
先様とノウハウを共有することで、互いの技術レベルを
向上させ、「循環型モノづくり」をサプライチェーン全体
に広げていきたいと考えています。全投入資源のうち、
ベースとなる金属や樹脂でまず重点的に取り組み、
2012年度までに全投入資源に対する再生資源の比率を
12%超に引き上げることをめざします。
もう1つの重要な取り組みが、物流におけるCO2の削減
です。よりCO2の少ない輸送手段への切り替えや、共同
輸送の促進など、パートナー企業との連携によるさまざ
まなCO2削減施策を強化します。また、日本国内で構築し
た、CO2排出量を把握する体制と仕組みを海外にも展開し、
グローバルなCO2削減と競争力の強化を図ります。
これらを確実に達成していくことで、公正取引を基本に、
持続可能な社会の実現に大きく貢献できる調達活動をめ
ざしてまいります。

�投入資源を最小化し循環資源を最大化
�生産活動からの廃棄物ゼロ化

投入資源

工場
廃棄物投入

再生資源 工場リサイクル
再生資源

工場での
生産活動

商品

リサイクル材 リサイクル材

〈再資源化〉

廃棄
処分

CSR調達
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ECO-VC活動における購入先様からの提案内容の内訳
（2009年度）

パナソニックでは2009年度より、購入先様と協業で
ECO-VC（VCはValue Creationの略で、「環境価値創造」の
意味）活動を行っています。これは当社の調達部材で、省エ
ネ、省資源、リサイクル材の使用などの環境配慮を行いな
がら、同時にコスト合理化もめざす取り組みです。2009年
度は、省電力化や小型・軽量化、部品点数の大幅削減、物流
改善など世界中の購入先様から500件を超えるアイディア
をいただきました。これらの優れた取り組み事例を購入先

パナソニック エクセレントパートナーズミーティングでは、国内外の購入先様と
循環型モノづくりのノウハウを共有しています。

パナソニックの工場におけるCO2排
出量は2009年度は314万トンでした
が、物流での排出量は78万トンで、工
場からの排出量の約2割の量に相当し
ます。当社では物流におけるCO2排出
量削減のため、これまでも、トラックか
ら鉄道への輸送手段の切り替え（モー
ダルシフト）、エコカーやバイオディー
ゼル燃料の利用、他社との共同輸送等
による積載率の向上などに取り組んで
きました。

2009年度は、新聞輸送でのCO2削
減に積極的に取り組まれている株式会
社朝日新聞社様と連携。新聞を配送し
たトラックの帰り便をパナソニックの
物流に利用する取り組みを開始しまし
た。輸送には中型CNG（圧縮天然ガス：
Compressed Natural Gas）トラックや、
使用済みてんぷら油を原料としたバ
イオディーゼルトラックを利用してい
ます。

サプライチェーン連携で環境革新を推進

の皆様と共有し横展開を図るため、国内外の購入先様が出
席するパナソニック エクセレントパートナーズミーティング
でご紹介しています。
今後は、循環型モノづくりの視点を強化し、より多くの購
入先様に、ECO-VC活動への積極的な参画を呼びかけ、公
正取引を基本とした地球環境への貢献に積極的に取り組ん
でまいります。

グリーン物流への取り組み

中国からカザフスタンへの輸送も、従
来は海上輸送で欧州まで運び、そこか
ら陸路でカザフスタンまで輸送してい
ましたが、同様の工夫により鉄道輸送
に切り替え、62%のCO2削減を実現し
ました。

提案件数
512件

省電力化（使用時）
（145件）

省電力化（製造時）
（114件）

その他（10件）
素材代替化（12件）
リサイクル材（21件）
物流改善（24件）

小型・軽量化
（81件）

部品点数削減
（63件）

省資源（42件）

海外では、海上輸送から鉄道への切
り替えに取り組んでいます。2009年
度は、極東からモスクワまでの輸送を、
従来のインド、アフリカ沖を経由する
海上輸送から、輸送方法の工夫等によ
りシベリア鉄道に切り替えることで、
38%のCO2を削減しました。また、

物流におけるグローバルな
CO2削減にチャレンジ
物流におけるグローバルなCO2削減の取り組みは、
ほとんどの国で法律が未整備なこともあり、なか
なか進みませんでした。しかし、当社が「環境革新
企業」をめざす中、グローバルロジスティクス本部
としても業界に先がけて本年度より本格的な取り組
みをスタートしました。この中で特に力を入れたい
のが、法的義務のない海外子会社へのインセンティ
ブ制度*の活用です。まず、米国・欧州で成功事例
をつくり、他地域にもどんどん展開していきたいと
考えています。

* 物流でのCO2削減で成果を上げた企業に、製品でのエコ
マーク表示や補助金などのインセンティブを与える制度金城 佐和子

グローバルロジスティクス本部
CSR・環境チーム　チームリーダー



お客様起点のモノづくりで本業を通じて社会に貢献

現在、世界のさまざまな国が新たに経済発展を遂げる一方、地球温暖化などの環境問題も顕在化し
ています。当社は、事業を行っている世界中の国や地域で、モノづくりを通じて、社会課題の解決や
豊かなくらしの実現に貢献していくことが、当社の大切な使命であると考えています。
ここでは、現地のくらしに根ざした生活研究や商品開発を通じて、持続可能な発展への貢献をめざ
す取り組み事例をご紹介いたします。

インドネシアの多くの家庭では井戸水や水
道水を煮沸して飲料水に使用しており、そ
の保存にはペットボトルが用いられています。
（詳細はP23インドネシアの取り組み事例を
ご覧ください）

Panasonic  Sustainability Report 2010
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インドネシアの水事情
世界には安全な飲み水を手に入れる

ことのできない人が10億人以上いる
と言われています。また、不衛生な水
のために年間約200万人が命を落とし、
そのほとんどが5歳未満の子どもたち
です。世界第4位の2億2,800万人が
約1万8,000の島々にくらすインドネ
シアでは、水道施設が十分に普及して
おらず、多くの人が「浅井戸」と呼ばれ
る深さ10メートル程度の井戸から水
を汲み、洗濯や入浴、そして飲料水に
使用しています。井戸水を汲むのは女
性や子どもの仕事であることが多く、
浅い井戸とはいえ、毎日の水汲みは重
労働です。

くらしを支える井戸水ポンプ
このようなことからパナソニックで
は、1988年に井戸水ポンプの生産を
開始しました。インドネシアの電力普
及率は58%ですが、その約9割が900

ワット以下です。当社製品はこの点に
配慮した小電力設計であり、さらに品
質が安定していることから、幅広いお
客様にご支持をいただき、現在では井

戸水ポンプをお使いの家庭の約半数で
当社製品をお使いいただいていると
推定されています。

新たなモノづくりへの挑戦
インドネシアの多くの家庭では井戸
水や水道水を煮沸消毒して飲料水に使
用しています。煮沸消毒した水は冷蔵
することで長時間貯蓄することができ
ますが、冷蔵庫と同時に複数の家電製
品を使用すると、電力が不足して停電
してしまうという課題がありました。
このような事情に適応した小電力設
計で、十分な飲料水を貯蔵でき、なお
かつ、現地の食文化や買い物習慣にも
適合した冷蔵庫を開発する。この目標
達成のため最初に着手したことは、全
国7都市のライフスタイル分析でした。
その結果、①煮沸消毒した飲み水は
ペットボトルで冷蔵したい、②大きな
野菜ケースが欲しい、③医薬品や化粧
品を保管できるスペースが欲しい、な
どのニーズがあることがわかりました。

大胆な発想転換で
お客様のニーズに応える
これらのニーズに応えるために考え
出したのが、最下段のドアポケットを
なくし大容量の野菜ケースを設置、そ
の上にたくさんのペットボトルを寝か
せて保管できるという大胆な庫内レイ
アウトです。また、庫内の凹凸を減ら
すことでデッドスペースをなくし、医
薬品などを保管するためのスペース
も設けました。

最大の課題である小電力設計実現の
ためには、新しいコンプレッサーを搭
載することなどにより約30%の省エネ
を実現しました。この商品の開発は現
地の生活環境やニーズをよく知る現地
の社員が、生活研究に基づく独自の商
品企画を行い、日本の技術者と有意義
な連携を図ったことで実現しました。
この冷蔵庫は、使い勝手やデザイン
面で高い支持をいただき、2009年12

月、インドネシア・グッドデザイン賞
2009で金賞を受賞しました。

最下段のドアポケットをなくし、たくさんのペッ
トボトル保管を可能にしたワンドア冷蔵庫

インドネシア

ダニエル・スハルディマン　
パナソニック マニュファクチャリング インドネシア（株）　
クリエイションセンター　グループマネージャー

お客様の豊かなくらしを実現するために、パナソニックグループが
国境を越えて協力し合うこと　“Think Globally, Act Locally”
私には、仕事を通じてインドネシアの人々の生活をより快適にしたいという強い思いがあります。
今回開発した冷蔵庫A191シリーズは、その思いを具現化するという意味で、大きな成果でした。
今後も、お客様に喜ばれる製品の開発に積極的に携わり、人々の豊かで明るいくらしの実現に
役立っていることをみんなで喜び合いたいと思います。

お客様の生活研究からニーズを洗い出し

お客様に高いご支持をいただいている当社の井戸
水ポンプ

ア
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お客様のくらしを深く理解する
ベトナムは南北に長く伸びたS字型
の国で、約8,800万人の人口を有しま
す。森や海に囲まれた33万km2におよ
ぶ国土は気候の変化に富み、人々のラ
イフスタイルや習慣もさまざまです。
私たちはお客様のくらしを深く理解

し、お客様の課題解決や新しいライフ
スタイル提案につながる商品開発に
活かすためのプロジェクト、「ディスカ
バー・ベトナム」に取り組んでいます。
全国64省の300世帯を訪問し、所有
家電の種類・用途・使用場所の確認、

インド

ベトナム

地域の経済発展への貢献
成長を続けるインドでも、人口の約

7割を占める地方の人々のくらしは、
まだ豊かになったとは言えません。そ
のため私たちは、地域の経済発展に貢
献し、さらに人々の生活を向上させる
ことに貢献してまいります。
その1つに、地方の村々での電力不
足問題解決への貢献があります。イン

ド政府が取り組む電力供給に、太陽光
パネルの導入で貢献したいと考えてい
ます。また、電力供給施設がない村に
太陽光で充電できるランタンを提供す
れば、子どもたちの夜間の読書や勉強
の手助けにもなります。このようなプ
ロジェクトをスタートできれば、地方
の人々のくらしの向上に役立つと考え
ています。

技術の恩恵を
より多くの人々へ届ける
私たちは、より多くの人々が技術の
恩恵を受けられるように、そして生活
がより豊かにになるように、お客様が
求めやすい価格帯の商品を提供した
いと考えています。
一方で、工場の廃棄物などを最小限

にとどめる取り組みや、商品での環境
配慮に取り組むことも必要です。エネ

全家電商品の必要機能、購入理由につ
いてのアンケート調査を実施しました。

ベトナム市場開拓の鍵
新しい発見の一例として、郊外にお
住まいの方は、まとめ買いの傾向が
あり、大容量の冷蔵庫へのニーズが
高いなど、ライフスタイルに基づいた
傾向や、生活必需品だけでなく、健康
や美容、旅行に関心の高い方が増えて
いるなどの変化を把握することができ
ました。
この調査を通じて、今後私たちがど

ルギーと電力消費を最小限に抑えるイ
ンバーター技術は、インドのエネルギー
効率局で承認されているトップクラスの
技術です。こうした省エネ技術をすべ
ての商品に導入することをめざします。

地球環境との共存をめざして
2012年のオープンをめざしている
複合製造拠点「パナソニック・テクノ
パーク」では、工場の屋根全面に太陽
光パネルを設置、リサイクルの仕組み
づくりによるゼロエミッションの実現
などを予定しています。

2009年9月には、環境に配慮した商
品や取り組みを紹介する「エコキャラ
バン」を実施。2010年3月からは政府
公認のリサイクル団体と協働でテレビ
のリサイクルを開始するなど、お客様
により一層、環境意識を高めていただ
ける取り組みに着手しました。

のような分野に販売チャネルやサー
ビス網を拡大していくのか、そして、
どのようなコンセプトの商品を提案し
ていくべきなのかを理解することが
できました。
ベトナムの人々は、常に新しいアイ
ディアや最新技術などの付加価値商品
を求めており、これに応えていくこと
がマーケットを開拓していく鍵です。

サビハ・キドゥワイ
パナソニック インド（株）
新規事業開発部　ジェネラルマネージャー

ひとつ先のライフスタイル提案をめざして
今日、ベトナムの人々の生活は急速に変化し、より多様でより
豊かになってきています。「ディスカバー・ベトナム」の中心メ
ンバーのひとりとして、商品を通じてお客様のニーズにお応
えしていきたいと思います。

トン・ヌ・カム・ハ
パナソニック セールス べトナム　マーケティング・ディビジョン　
プランニング・チーム　マネージャー

ド

ム

当社の調査にご協力いただいたご家庭の風景
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ブラジル

現地の気候、食材に合った
電子レンジメニューの開発
豊かな食文化の実現は、人々のくらし
を豊かにするために欠かせない要素で
す。当社では電子レンジを豊かな食生活
を実現するための調理家電の一つと考
え、商品開発に取り組んでいます。電子
レンジは「マイクロ波」と呼ばれる非常に
短い波長の電波で水分子を振動させる
ことで熱を発生させますが、料理の種類、
食材、さらに、大気に含まれる水分によっ
ても温まり方は微妙に異なります。
ブラジルでは、料理に精通した女性
社員が中心となり、実際のレシピをも
とに、調理に必要な電力量と時間を割
り出し、ブラジル料理に適した電子レ
ンジの機能を開発しています。
「調理メニュー」は、お好みのレシピ
やコース料理が簡単にできるように考
えられています。肉料理やお菓子など、

スーパーマーケットではさまざまな
種類のポップコーンが売られており、
どんなブランド、味、量でも美味しく調
理できるプログラムの開発のために、
多くの調理テストを行いました。
このような食への取り組みをはじめ、
衣、食、住、エンターテインメントなど
のあらゆる分野でブラジルのお客様
の豊かなくらしに貢献する商品開発に、
これからも取り組んでいきます。

シンプルで実用的、かつ手早くできる、
ブラジルの家庭で日々つくられる料理
に対応しています。

美味しいポップコーンをつくる
特に注力して取り組んだメニューが
ポップコーンです。ブラジルの多くの
家庭では、若者からお年寄りまでポッ
プコーンを食べながらサッカーや映
画を見て家族との時間を過ごします。

ブラジル

きめ細かな対応ができて
こそ各国に貢献できる
デジタルテレビを中南米全体に展
開するためには、各国の特性に合
わせた仕様調整が必要です。この
ような取り組みは、商品の品質確
保上不可欠なだけでなく、本業を
通じた社会への貢献という意味で
も、デジタル放送システムによる
安心安全な社会インフラ整備のた
めに、きわめて重要です。

ファビオ カンパナ［左］ & ブルーノ カルバーリョ［右］
パナソニック ブラジル（有）　研究開発オフィス
シニアR&Dエンジニア、R&Dエンジニア

ブラジル中のお客様のために
ブラジル料理は地域によってそれぞれの味が
あります。お客様のご要望やニーズに合うよ
う、その独自性を考慮し、私たちの電子レンジ
にご満足いただけるよう開発にあたりました。

アレッサンドラ ロペス ソアレス［左］ & 
フランシーン ハタガミ［右］
パナソニック ブラジル（有）
電子レンジエンジニアリング部門
料理センターインストラクター

生活や安全に役立つ
デジタル放送の普及
テレビ放送のデジタル化は、放送品
質の向上に加え、人々の生活や安全に
役立つ情報サービスの提供に不可欠
なものです。ブラジルでは既存のオープ
ンエア方式アナログ放送が全人口の
99%以上をカバーしており、オープン
エア方式のテレビ放送が家庭にエン
ターテインメントや情報の提供を行うの
に最適なインフラと考えられています。
このことから当社と電機メーカー4社
は、ブラジル政府に対して、同じオープ
ンエア方式で信号を送る日本方式の利
点を説明、2006年6月に提案が受け入
れられ2007年12月より日本方式での
商業用デジタル放送が開始されました。
当社は、ブラジルのデジタルテレビ
関連仕様を定める業界フォーラムにお
いて技術規格づくりに参画する一方、
日本の商品開発チームのサポートを行
うなど、ブラジルにおけるデジタル放
送のさらなる普及に貢献しています。

られています。また、チリ、ペルーで
は日本政府の支援のもと、地震や津波
の予知情報を提供する緊急警報システ
ムの導入が検討されています。
私たちは、このようなデジタル放
送方式を用いた新しいインフラの整
備が中南米地域で進む中、ブラジル
で得た商品開発の技術ノウハウを広
く提供することで、ブラジルを含む
中南米諸国のデジタル放送の普及に
貢献してまいります。

技術ノウハウを活かして
中南米諸国にも拡大
その後、同じ日本方式が、ブラジル
および日本政府による働きかけもあり、
中南米の他の国々でも採用が進み、
現在ではアルゼンチン、ペルーで放送
開始、チリ、ベネズエラ、エクアドルが
採用を決定しています。
情報サービスの提供に向けては、ブ
ラジルでは電子商取引、電子バンキン
グ、教育などを目的に、「ギンガ」と名
づけられたミドルウェアの開発が進め

ル

ル



さまざまな社員が、
イキイキと活躍するパナソニックをめざして

創業以来、「事業は人なり。ものをつくる前に人をつくる」という理念に基づき、人材育成を重視し
た経営を積極的に展開しています。また、当社の人事の基本である「全員経営」「実力主義」「人間尊重」
に基づくさまざまな取り組みを通じて、「会社と個人のWin–Winの関係」の構築、すなわち会社の
継続的な業績向上と個人の仕事を通じた自己実現の双方を追求していきたいと考えています。この
ような活動を通じて、“働きやすく働きがいのあるパナソニック”の実現をめざしています。

上段左：バンクーバーオリンピックのプロジェクトチーム
　　中：エコに取り組むチェコの薄型テレビ工場の社員たち
　　右： サウジアラビアで活動を展開する中近東マーケティング

会社のメンバー

「事業は人なり。ものをつくる前に人をつくる」

「全員経営」
自立した個人による
お客様第一の実践

「人間尊重」
会社と個人の

「Win–Win」の関係

「実力主義」
現在の実力・実績に
基づく評価・処遇

下段 左：北米全土で展開する「3Dトラックツアー」のスタッフ
中：ベトナム「ものづくり大学校」に学ぶ第1期生
右：欧州での白物家電導入を発表したマーケティングチーム

Panasonic  Sustainability Report 2010
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Global Diversity Policy
「新・パナソニックグループ」は、くらしに関連した
エレクトロニクス事業の領域で、幅広く商品を展開す
る世界有数の企業グループとなりました。「モノづく
りで社会の発展・豊かなくらしに貢献する」ことを目
指し、社員一人ひとりがそれぞれの仕事の主役となっ
て、このパナソニックの事業活動を進めています。
パナソニックには38万人の社員が世界各国にいま
す。つまりパナソニックは、多様な地域・文化・歴史等
の背景を持ち、国籍・年齢や性別の異なる、個性と能
力のある人の集まりです。そこにはさまざまな異な
るアイデアが存在し、そのアイデアを国や事業分野を
越えて存分にぶつけ合うことで、革新的な価値を生み
出すことができます。このように、衆知を集め、全員
でイノベーションを起こしていく集団であり続けたい
と思います。多様な考え方・見方を持つ私たちは、世
界中のお客様に、比類のない商品・サービスをお届
けできると大きな期待を持っています。
そのために必要なことは、国籍・性別やそのほか
の様々な属性にかかわらず、全ての国・地域で意欲
ある人々に活躍の機会が与えられることに他なりま
せん。社員一人ひとりの個性を活かし、能力を発揮し
て活躍できることを推し進める多様性の取り組みを、
2010年度からはグローバル&グループに展開します。
それぞれの国・地域において、多様性推進の取り組
みがNo.1となることを目指してまいります。

 2010年4月1日
 常務取締役
 多様性推進本部 本部長　原田 雅俊

衆知を集める
「モノづくりイノベーションフォーラム」
世界中のさまざまな事業場で展開しているモノづ

くり活動で得られた成果やノウハウを、組織や国を越
えて学び合い、取り組みの高位平準化と加速を図るこ
とを目的に、当社では毎年、「モノづくりイノベーショ
ンフォーラム」を開催しています。

2009年11月12日に開催されたセッションでは、
当社のグローバル成長に不可欠な「ボリュームゾーン
商品づくりへの挑戦」をテーマに、日本、シンガポー
ル、上海の3会場を「HD映像コミュニケーションシス
テム」でリアルタイムに結び、開催しました。
当社経営幹部、ドメイン関係者など約400人が出席
する中、中国、インドネシア、シンガポールなど各国
の現場で活躍するリーダー
も多数参加。取り組みの報
告やパネルディスカッショ
ンにおいて、課題や今後の
戦略について本音の議論
を戦わせました。

グローバルに入り交じり多様な個性と能力を伸ばす

当社は、グローバル成長戦略の実現に向け、多様な人材が
能力を発揮してそれぞれの国・地域で貢献するためのグロー
バル方針を定め、取り組みを加速しています。

パナソニックの多様性推進ビジョン
私たちは真のグローバル企業として 異なる
価値観を認め合う、 多様性あふれる風土の構築
を目指します。その中で、自立した個人が自由
闊達に個性・創造性を発揮し、会社も個人も成
長しつづけることによって 「エレクトロニクス
No.1の環境革新企業」を実現します。

多様な人材がその個性を活かしつつ能力を伸ばすことで、
新たな価値観や創造性を生み、お客様第一を実践できるよ
う、各分野において人材育成を強化しています。例えば、日
本および海外人材の経営幹部の育成強化をねらいとした
「P-EDP（パナソニック・グローバル・エグゼクティブ・ディベ
ロップメント・プログラム）」の実施をはじめ、海外販売会社
社員を対象に経営理念・営業方針・マーケティング実践手
法の修得を図る「GMS（グローバル・マーケティング・セミ
ナー）」や、マネジメントの視点で事業経営に貢献できる技
術リーダーの 育 成 をねらいとした「P-MOT（Panasonic 

Management of Technology）」などがあります。
さらに、2008年から、開発・製造・販売の現場リーダー
の育成強化や経営幹部への登用加速をねらいとした、「日
本への長期・短期の派遣勤務・研修（Working in Japan）」
を展開・定着させるなど、多様な国籍・文化・言語の人材が
入り交じりながら相互に鍛え合えるような組織づくりを進め
ています。

グローバルのリーダーが入り交じり
研修を受講

各国リーダーも参加した
パネルディスカッション

Working in Japan 研修
歴史館で経営理念を学ぶ

2010年4月、「Global Diversity Policy」を制定
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人材交流を促進する
さまざまな制度

障がい者が活躍できる
職場づくり

グローバルコミュニケーションの
ための環境整備

2009年度の日本国内における当社
および主要関係会社の障がい者雇用
率は2.00%で、全民間企業の平均雇
用率（1.63%）や法定雇用率（1.80%）
を上回る高い雇用率を維持していま
す。また地域や行政との連携により、
第3セクター方式による特例子会社3

社（パナソニック エコシステムズ共栄
（株）、パナソニック吉備（株）、パナソ
ニック交野（株））を運営し、約30年に
わたり重度障がい者の雇用を進めて
きました。
これらの事業場では、車椅子使用者
各人の体型に合わせて部材の配置や
作業机の工夫を行うなどの職場環境
の整備を行っています。また、単身の
知的障がい者が入社できるよう、グ
ループホームや授産所と連携した職
業生活指導、さらに実習生や会社見学
の積極的な受け入れも行っています。
これからも、障がいのある方々の
自立と社会参加を推進するための取
り組みを継続してまいります。

パナソニックは「人材交流を通じた
人材開発」に積極的に取り組んでおり、
年齢・性別・国籍を問わずチャレンジ
する個人をサポートする制度を構築し
ています。前の中期計画（2007～
2009年度）の3年間では、「ドメイン間」
「モノづくりプロセス間」「海外と日本」
の3つの切り口で、合計11,700人の
人材交流を行いました。

〈3つの社内公募制度〉

「スキルe-チャレンジ」
　新たな人材を必要とする事業部
門が、必要な「スキルの内容・レベ
ル」を明確にして募集内容を発信、
個人は自らの「スキル」を武器にそ
の仕事にチャレンジする社内公募
制度

「スキルe-アピールチャレンジ」
　個人が自らのスキルを希望先の
事業部門に直接アピールし、新た
な仕事にチャレンジできるFA制度

「スキルチャレンジ大学」
　新しい仕事に就いたがその仕事
に必要なスキルを集中的に修得し
たい、新たな仕事に挑戦したいが
現在のスキルでは不安、という個
人が、一定期間、現行の業務を離
れて、集中的に知識修得と実践を
通じたスキル修得に取り組むため
の仕組み

グローバル38万人の社員がその
多様性を最大限に活かし、当社がめ
ざす「グローバルネットワーク経営」
を実現するためには、コミュニケー
ションが重要なポイントとなります。
そのために、世界中の社員が情報を
共有し、国や地域を越えて日常的に知
恵・ノウハウを交換する姿をめざし、
コミュニケーション革新に取り組んで
います。
そのベースとなるのが、英語のイン

トラネットグローバルポータルです。
このポータルを通じて、全世界の従業
員がトップメッセージやグローバルな
社内の動きを共有できるよう、環境整
備を進めています。
また、全世界のマネージャークラス
以上の社員が、より深い経営情報を共
有できる環境も整えつつあります。さ
らに、双方向コミュニケーションツー
ルの導入で、経営戦略について各地域
のマネージャーが経営幹部と意見を
交わしたり、業務に必要なノウハウを
もつ社員を探し出しグローバルに連携
するなど、コラボレーションを生み出
す環境をつくり上げることも視野に入
れています。

人材交流実績
（2007–2009年度）

海外会社社長に占める
現地社員比率
（%）

障がい者雇用率（2009年度）
（%）

2001 20052003 20092007

24

18
15

当社グループ*

法定雇用率1.8%
2.00%

1.63%

全民間企業平均

ドメイン間
3,600人

モノづくり
プロセス間

700人

海外と日本
7,400人

11,700人

*当社および国内主要関係会社の合計

〈2009年度の受賞・認証〉

パナソニック エコシステムズ共栄（株）：
大阪府ハートフル企業顕彰
「ランプのともしび大賞（継続賞）」受賞

パナソニック吉備（株）
パナソニック交野（株）：
厚生労働省
「障害者雇用優良企業認証」取得
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働き方の自由度を高める「e-Work」

情報・通信技術を活用したユビキタスな働き方として
「e-Work」を推進しており、2007年4月より約3万人の
社員を対象に、在宅勤務制度「e-Work@Home」を本格
導入しています。2009年度は、約5,500人が月1回や
週1、2回程度の頻度で、あるいは体験期間中に1回以上、
「e-Work@Home」制度を利用して在宅勤務を行いまし
た。また出張先でも業務が行えるスポットオフィスを全

国16拠点に設置しており、月間の利用者は7,000人を超
えました。「移動時間が削減できた」「お客様への対応が
早くなった」といった効果が確認されており、今後さらに
効率的に仕事が行える環境を整備していく予定です。こ
のような多様で柔軟な働き方の加速を通じて、生産性の
向上とワーク・ライフ・バランスの実現につなげていき
ます。

多様な働き方を支えるワーク・ライフ・バランス支援

e-Work利用実績（2009年度）
（人）

女性役付者数と
役付者比率の推移
（人、%）

男女別平均勤続年数（2009年度）

在宅勤務
利用者数

5,500

7,000

スポットオフィス
月間利用者数

多様な人材が活躍できる環境づくりの一環として、従業
員のワーク・ライフ・バランス支援にも積極的に取り組ん
でいます。
そのほか、次世代育成支援対策推進法への対応も含め、

育児休業 子どもが小学校就学直後の4月末に達するまでの
うち通算2年間取得可能

ワーク&ライフ
サポート勤務

短時間勤務、半日勤務、隔日勤務など、育児や
介護との両立を図るための柔軟な勤務制度

ファミリー
サポート休暇

家族の看護や介護、子どもの学校行事などのため
に幅広く利用できる休暇制度

チャイルド
プラン休業 不妊治療のための休業制度

休業・勤務制度

育児や介護との両立を支援

育児・介護支援情報・コミュニケーション

ワーク・ライフ・バランスを支える制度の例

当社のイントラネット上に、「男性の育児参加応援コー
ナー」や「ワーク・ライフ・バランス体験談コーナー」を掲
示するなど、両立支援制度を取得しやすい環境づくりに
努めています。

ワーク・ライフ・バランスを支える諸制
度を活用することで、出産・育児や介護
を理由に退職する女性社員が減り、勤続
年数の男女差がなくなってきています。
*当社および国内主要関係会社の合計

女性社員

21.6年

男性社員

22.4年

*当社および国内主要関係会社の合計

利用者へのアンケート結果： 在宅勤務の効果（複数回答）

48%

35%

12%

48%

39%

28%

業務面での効果

個人生活面での充実

事業継続計画（BCP）での在宅勤務実施のための準備ができた
業務効率が向上した

仕事のやり方を見直すきっかけとなった

通勤の負担がなく疲労が軽減できた
家族とのふれあい・コミュニケーションが図れた

育児や介護時間が確保できた

2000 20082007 2009

726

1,820
1,915

1,751

1.9

4.5 4.74.2



輝く未来をになう子どもたちのために

パナソニック インド（株）は、植樹、エコ絵画
コンテスト、廃材を利用した工作など、子ど
もたちが楽しみながら環境意識を高められ
る教育プログラムを行っています。（写真は
エコ絵画コンテストの風景）

パナソニックは、持続可能で多様な社会の実現に向けて、「育成と共生」を活動理念に、「環境」と
「次世代育成支援」を重点分野として企業市民活動をグローバルに展開しています。
とくに「次世代育成支援」については、地球の未来を担う子どもたちが健やかに育ち、持てる能力と
可能性を最大限に発揮できるよう、家庭、学校、地域、NPO/NGO、行政などと連携して、当社の
強み・リソースを活かした取り組みを行っています。

パナソニック企業市民活動グローバル方針
位置づけ： 企業の社会投資として、経営戦略の一部に組み込まれるべきものである。

経営トップがリーダーシップを発揮するものである。 
取り組み：重点分野は、「環境」と「次世代育成支援」とする。
めざす姿： 本社はグローバル戦略を策定・発信し、地域をまたぐ活動を主導する。

地域は、地域戦略と地域活動を主導する。

Panasonic  Sustainability Report 2010
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出張・遠隔電池教室 
【グローバル】
電池の仕組みを通して環境やリサ
イクルを学びます。1996年から
はグローバルに展開し、これまで
に10万人が参加しました。

学生へのキャリア教育
【イギリス】
職場に学生を受け入れてキャリ
ア教育の授業を行っています。
法務、財務、マーケティング、
人事などの仕事の紹介やワーク
ショップを実施しています。

環境庁と連携した環境学習
プログラム 【シンガポール】
パナソニック アジアパシフィック
（株）は、シンガポール国家環境庁
と協働で環境教育プログラムを実
施しています。

次世代育成支援の取り組み事例
パナソニックは世界各地で次世代育成支援の取り組みを
行っています。その中のいくつかの事例をご紹介いたし
ます。

パナソニックの次世代育成支援の取り組みについては、パナソニックのホーム
ページ「パナソニックの企業市民活動レポート」（http://panasonic.co.jp/cca/）で
詳しくご紹介しています。

キッズスクール
【グローバル】
スポーツ・エコなど、さまざまな
分野の子ども向けイベントを提供
しています。2009年度は16カ国
で572イベントを開催し約63,000
人に参加いただきました。

教育サポートファンド【タイ】
貧困地域の学校給食を支援してい
ます。これまでに20校に支援を行
い、一部の学校では食堂を建設し
継続して栄養のある給食の提供が
できるようになりました。

こどもエコクラブ
「アイキッズ」【日本】
社員たちが琵琶湖の水と生態系を
守るために立ち上げたNPO「びわ
湖エコアイディア倶楽部」が運営。
米づくりや水と生き物の調査など
を行っています。

パナソニック スカラシップ
【アジア】
アジアの発展に貢献する人材の育
成に寄与することを目的とし、日
本の理工学系大学院修士課程に
留学する私費留学生を経済的に支
援しています。

環境教育を拡大展開【中国】
中国では、2009年から10年間で
100万人の子どもたちへの環境
教育を目指しています。2009年
度は24,000人を超える子どもた
ちに実施しました。

知的障がい者スポーツ大会 
【ドイツ】
ドイツ障がい者スポーツ協会のプ
ログラムを支援しています。日常
的に身体を動かすことによる体力
づくりと、活き活きとした生活を
過ごすことが目的です。

キッド・ウィットネス・
ニュース（KWN）
【グローバル】
当社の撮影・編集機器を提供し、
ビデオ制作活動を支援する小中
学校向け教育支援プログラムで
す。これまでに世界各国から約
13万人が参加しました。

社員が地球市民として行動し、地域・次世代とともに社会貢献
私たちは、持続可能な社会をつくるのは人である、という考え方のもと、世界各地でさまざまな次世代育
成支援活動に取り組んでいます。子どもたちが21世紀を生きるうえで鍵となる基礎学力や生きる力を育
むために、出前授業、教育教材、施設受け入れ、校外型体験学習、情報・通信機器やインターネットの活用
など、さまざまな学びの場・機会・ツールを提供し、環境教育を重点に展開していきます。
小川 理子
社会文化グループ　グループマネージャー
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FF式石油暖房機事故への対応状況

FF式石油暖房機事故に関しまして、市場対応にご支援、ご協力いただいているすべての関係者の皆様に心
より御礼申し上げます。
当社は2005年に、FF式石油暖房機の事故により緊急命令を受け、全社を挙げた市場対策を開始してから5

度目の暖房シーズンを終えようとしていますが、引き続き「新たな事故を二度と起こさない」ための取り組みを「FF

市場対策本部」を中心に進めています。
2009年度は、「FF市場対策本部」の社員を中心に、いまだ把握できていない製品の捕捉のための探索活動

（「草の根ローラー活動」）や、点検・修理済みのお客様に対する回収促進、暖房シーズン前の製品の状態確認
などに取り組んできました。「草の根ローラー活動」では、①1992年当時の取引店の調査、②不確定名簿の再
調査、③ご高齢者、特に一人暮らしの方の多い地域を特定し全戸を巡回調査する活動などに重点的に取り組み
ました。2009年度は約4万5千ヵ所を巡回し、28台の現品を発見し、850台の廃棄を確認しました。本部が発
足した2006年5月からの累計では、調査件数は約109万ヵ所となりました。
また、引き続き暖房シーズンに入る時期とシーズンの終わる時期を中心に、全国規模のテレビCMや新聞折

り込みチラシなどによる、さまざまな告知徹底も実施しました。
2009年度での名簿増加は1,191台であり、そのうち現品の発見が240台、廃棄確認によるものが951台で

した。
今なお毎月現品が発見されており、中には対象製品と気づかずに未処置のまま使用されていたお客様も

おられ、予断を許さない状況が続いています。引き続き関係者の皆様のご支援、ご協力をいただきながら、
最後の1台まで見つけ出す覚悟で、探索活動に取り組んでまいります。
全該当機種への対応状況は､下表のとおりとなっています。

年 月 日 2010年3月31日

販売台数  152,132

名簿把握  113,697

1. 買替･廃棄済  36,628

2. 回収または点検および改修対象  77,069

（1）回収  76,749

（2）確認済  309

（3）確認残  11

市場対策の進捗状況 （2010年3月31日現在） （単位：台）

ご連絡先：パナソニック株式会社 FF市場対策本部
（旧社名：松下電器産業株式会社）

フリーダイヤル電話 0120－872－773（FF式石油暖房機受付専用）
受付時間 ： 9時～17時（土曜日・日曜日・祝日を除く）
上記時間外につきましては、留守番電話にて受付させていただきます。

フリーダイヤルFAX 0120－870－779（FF式石油暖房機受付専用）

2010年 3月31日現在　名簿把握率 74.7%



Panasonic  Sustainability Report 2010

33

会社名 パナソニック株式会社（Panasonic Corporation）

本社所在地 〒571-8501　大阪府門真市大字門真1006番地
（1006, Kadoma, Kadoma City, Osaka 571-8501, Japan）
電話番号：06-6908-1121（大代表）

取締役社長 大坪 文雄（Fumio Ohtsubo）

設立 1935年（昭和10年）12月15日

創業 1918年（大正7年）3月7日
※当社創業者 松下幸之助（当時23歳）が、自身で考案したアタッチメントプラグを
幸之助、妻、義弟の3名で製造販売を開始した時を創業としています。

事業内容 部品から家庭用電子機器、電化製品、FA機器、情報通信機器、および住宅関連機器
等に至るまでの生産、販売、サービスを行う総合エレクトロニクスメーカー

資本金 2,587億円（2010年3月31日現在）

連結売上高 7兆4,180億円（2010年3月期）

従業員数（連結） 384,586人（2010年3月31日現在）

連結対象会社数
（親会社および連結子会社） 680社（2010年3月31日現在）

会社概要

当社の事業活動に関するご報告

当社の事業活動に関する報告書は、本レポートに加え、環境活動に関する詳細情報をご報告する「エコアイディア
レポート」と、株主・投資家向けの財務情報をご報告する「アニュアルレポート」の3部で構成しています。

エコアイディアレポート（PDF）
環境活動サイトに掲載しています。

年次報告書（アニュアルレポート）（PDF）
2010年度版は、7月中旬 IRサイトに掲載予定です。

環境活動サイト
http：//panasonic.co.jp/eco/

IRサイト
http：//panasonic.co.jp/ir/



当社のCSR活動は、グローバルに高い評価をいただいています。

当社は、投資家の関心事に応える情報開示・対話にも積極的に取り組んできました。その結果、
世界の代表的なSRIインデックスであるダウジョーンズ・サステナビリティ・インデックス（DJSI）、
FTSE4Goodに継続採用されています。

当社のCSRの取り組みはパナソニックのホームページ
（http://panasonic.co.jp/csr/）でより詳細にご報告しています。
本報告書は、その内容の一部を抜粋したものです。

お問い合わせ

パナソニック株式会社
CSR担当室
〒105-8581
東京都港区芝公園1丁目1番2号

2010年6月発行

報告対象の範囲
期間： 年間実績データは、基本的に2009年度（2009年4月1日～2010年3月31日）ですが、

活動内容は一部2010年度も含みます。グラフの年表示は、年度で記載しています。

組織： パナソニック株式会社と国内・海外関係会社

データ： グループ連結対象会社を基本としていますが、一部のデータでは主要なグループ
企業のみを対象としているものもあります。また環境活動に関する報告は、環境
マネジメントシステムを構築している全製造事業場を対象としています。
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